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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

（1）連結経営指標等

回次 第３期 第４期 第５期 第６期 第７期
決算年月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月

売上高（千円） 326,199 628,590 697,280 806,503 808,588

経常損失（△）（千円） △275,968△153,921△96,708 △30,499 △2,351

当期純利益又は当期純損失（△）

（千円）
△266,770△141,174△69,112 31,671 △251

包括利益（千円） － － － 31,901 △1,118

純資産額（千円） 482,463 363,773 271,392 236,887 235,766

総資産額（千円） 512,384 487,787 479,917 432,449 456,069

１株当たり純資産額（円） 5.51 3.17 2.04 25.56 25.53

１株当たり当期純利益金額又は

当期純損失金額（△）（円）
△4.36 △2.31 △1.13 5.18 △0.04

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） 65.8 39.8 26.1 36.2 34.3

自己資本利益率（％） － － － 22.5 －

株価収益率（倍） － － － 23.2 －

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円）
△192,425△157,351△54,350 △62,282 15,927

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円）
205,832 127,316 10,027 △20,247 △2,436

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円）
－ △2,400 64,645 △10,392 △10,392

現金及び現金同等物の期末残高

（千円）
273,970 239,646 260,179 167,117 170,369

従業員数

［外、平均臨時雇用者数］（人）

13

　[-]

29

 [-]

26

 [-]

24

 [-]

22

 [1]

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．第３期から第５期及び第７期における潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存

在するものの１株当たり当期純損失が計上されているため記載しておりません。また、第６期における潜在

株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載

しておりません。

３．第３期から第５期及び第７期における自己資本利益率及び株価収益率は、当期純損失が計上されているため

算出しておりません。

４. 当連結会計年度より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号　平成22年６月30

日）、「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号　平成22年６

月30日公表分）及び「１株当たり当期純利益に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第９号　平成22年６

月30日）を適用しております。

　  当連結会計年度において10株につき１株の株式併合を行いましたが、前連結会計年度の期首に当該株式併合

が行われたと仮定し、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額を

算定しております。
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（2）提出会社の経営指標等

回次 第３期 第４期 第５期 第６期 第７期
決算年月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月

売上高（千円） 42,000 48,000 64,000 84,000 104,100

経常利益又経常損失（△）

（千円）
△130,757△84,409 △48,661 △8,715 9,620

当期純利益又は当期純損失（△）

（千円）
△809,340△85,359△214,703 57,019 8,670

資本金（千円） 875,196 875,196 875,196 875,196 875,196

発行済株式総数（千株） 61,198 61,198 61,198 61,198 6,119

純資産額（千円） 501,412 448,912 211,146 201,759 210,427

総資産額（千円） 511,307 487,914 312,273 295,686 293,788

１株当たり純資産額（円） 6.01 4.61 1.11 20.37 21.78

１株当たり配当額

（うち１株当たり中間配当額）

（円）

－

(－) 

－

(－) 

－

(－) 

－

(－) 

－

(－) 

１株当たり当期純利益金額又は

当期純損失金額（△）（円）
△13.22 △1.39 △3.51 9.32 1.42

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） 71.9 57.9 21.7 42.2 45.4

自己資本利益率（％） － － － 59.3 6.7

株価収益率（倍） － － － 12.9 66.3

配当性向（％） － － － － －

従業員数

［外、平均臨時雇用者数］（人）

4

[-]　

4

[-]

5

[-]

5

[-]

6

[-]

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２. 第３期から第５期における潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失が

計上されているため記載しておりません。また、第６期から第７期における潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．第３期から第５期における自己資本利益率及び株価収益率は、当期純損失が計上されているため算出してお

りません。

４. 当事業年度より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号　平成22年６月30日）、

「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号　平成22年６月30日

公表分）及び「１株当たり当期純利益に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第９号　平成22年６月30

日）を適用しております。

　  当事業年度において10株につき１株の株式併合を行いましたが、前事業年度の期首に当該株式併合が行われ

たと仮定し、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益金額を算定しております。　
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２【沿革】

 　　＜株式会社エスコム＞

年月 沿革

昭和43年５月
東京都千代田区内に資本金1,000万円で、株式会社イングリッシュコンパニオンの商号をもって設

立。英会話教材『ENGLISH FOR YOU』の販売を開始。

昭和52年２月 株式会社コンパニオンに商号変更。

昭和60年７月 株式会社エスコムに商号変更。

昭和63年11月日本証券業協会に当社株式を店頭登録。

平成８年４月 郵政省（現総務省）より委託放送事業の認定を得る。

平成11年４月 子会社「株式会社インストラクティービー」（現連結子会社）を設立し、委託放送事業を子会社

へ譲渡。

平成13年４月 株式会社キーネットの株式を追加取得し52.89％を保有、同社を子会社化。 

平成15年３月 株式会社キーネットの株式を全株譲渡し、同社を子会社から除外。

平成15年５月 株式会社大塚商会と包括業務提携契約を締結。

平成15年10月スペインサッカーチーム「レアル・マドリード」とマーチャンダイジング契約を締結。

平成16年12月日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場。

平成17年10月株式移転により完全親会社（持株会社）ジェイ・エスコムホールディングス株式会社を設立。

 平成18年７月 中国における合弁会社「達楽美爾（上海）商貿有限公司」の出資許可を中国行政当局より取得。

　平成18年９月  本店所在地を東京都千代田区から東京都港区西新橋に移転。 

平成19年７月　　中国香港における事業持株会社「Escom China Limited」を設立。

平成21年９月　 本店所在地を東京都港区西新橋から東京都港区赤坂に移転。　

 　　＜ジェイ・エスコムホールディングス株式会社＞

年月 沿革

平成17年10月株式会社エスコムとの株式移転により、ジェイ・エスコムホールディングス株式会社を設立。

（本店所在地：東京都港区西新橋　資本金：５億円）

平成17年10月ジャスダック証券取引所に株式を上場。

 平成17年12月 第三者割当増資により、資本金が８億75百万円となる。 

 平成20年５月 株式会社ウエルネスの全株式を取得し、同社を子会社とする。

 平成20年８月 株式会社モール・オブ・ティーヴィーとの業務資本提携契約を締結し、同社株式の22％を取得し

たことで同社が持分法適用関連会社となる。

平成21年９月　 本店所在地を東京都港区西新橋から東京都港区赤坂に移転。　

平成22年４月　 ジャスダック証券取引所と大阪証券取引所の合併に伴い、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（現　大阪

証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード））に上場。　
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３【事業の内容】

　当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社（ジェイ・エスコムホールディングス株式会社）を持株会社と

して、連結子会社５社により構成されております。連結子会社５社は、当社の完全子会社である株式会社エスコムと株

式会社ウエルネス、株式会社エスコムの100％子会社である株式会社インストラクティービー及びEscom China

Limitedと同社の70％出資子会社である達楽美爾（上海）商貿有限公司であります。主な事業は、CS衛星放送による中

学生向け学習講座の番組制作及び放映と理美容消耗品関連商材の販売等を行っております。

　また、当社は持分法適用関連会社として株式会社モール・オブ・ティーヴィーの株式22％を保有しております。

　　　当社グループの事業内容及び当社と子会社と当該事業に係る位置付けは次のとおりであります。

　次の４部門は「５．経理の状況　１．(1）連結財務諸表　注記」に掲げる報告セグメントの区分と同一であります。

（1）理美容事業（株式会社ウエルネス）

理美容事業…………理美容消耗品関連商材等の販売を行っております。

（2）衛星放送事業（株式会社インストラクティービー）

衛星放送事業………ＣＳ衛星放送を利用して中学生向け学習講座の番組を制作、放送しております。

（3）教育コンサルティング事業（株式会社エスコム）

企業教育事業………企業向けコンサルティング等を行っております。

　　（4）広告代理事業（株式会社エスコム）

広告代理事業………各媒体の広告枠の販売、広告の制作を行っております。　

　　（5）その他事業（株式会社エスコム、達楽美爾（上海）商貿有限公司）

ファイナンス事業…貸付金等によるファイナンス事業を行っております。

海外商事事業………理美容関連商品に用いる容器販売の仲介等を行っております。　

　以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。
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４【関係会社の状況】

連結子会社

名称 住所
資本金
（千円）

主要な事業内容
議決権の所有割合
又は被所有割合
（％）

関係内容

（連結子会社）      

株式会社エスコム  東京都港区 330,000

 広告代理事業

教育コンサルティング

事業

100 役員の兼任がある。

株式会社インストラク

ティービー
東京都港区 240,000衛星放送事業

100

 （100）
役員の兼任がある。

Escom China Limited中国香港 70,000その他事業
100

（100）
役員の兼任がある。

 達楽美爾（上海）商貿

有限公司
中国上海市 100,000 その他事業

70

 (70)
役員の兼任がある。

 株式会社ウエルネス 東京都港区 10,000 理美容事業 100役員の兼任がある。

（持分法適用関連会社）      

 株式会社モール・オブ・

ティーヴィー
 東京都港区 874,041 衛星放送事業 22

業務資本提携先

役員の兼任がある。　

　（注）１．主要な事業内容欄には、セグメントの名称を記載しております。

２．議決権の所有割合の（　）内は、間接所有割合で内数であります。

３．株式会社エスコム、株式会社インストラクティービー及び達楽美爾（上海）商貿有限公司は特定子会社に

該当しております。

４．株式会社エスコム、株式会社インストラクティービー及びEscom China Limitedは、当社子会社である株式

会社エスコムが株式を100％保有する連結子会社であります。

５．達楽美爾（上海）商貿有限公司は、当社の孫会社であるEscom China Limitedが株式を70％保有する連結子

会社であります。　

６．株式会社エスコム、株式会社インストラクティービー及び株式会社ウエルネスについては、売上高（連結会

社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に占める割合が10％を超えております。

主要な損益情報

 株式会社エスコム　 株式会社

インストラクティービー

株式会社ウエルネス

（1）売上高 228,997千円　  　　223,795千円  　　348,315千円

（2）経常利益又は経常損失(△) △22,725千円　   　　　5,280千円   　　　△3,676千円

（3）当期純利益 △24,335千円　   　　　4,901千円   　　1,567千円

（4）純資産額 94,220千円　 　　△65,099千円 　　43,292千円

（5）総資産額 131,956千円　   　　　30,458千円  　　　208,564千円

７．株式会社インストラクティービーは債務超過会社で、債務超過の額は平成24年３月末時点で65,099千円と

なっております。
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５【従業員の状況】

（1）連結会社の状況

 平成24年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数（人）

理美容事業 12  [－]

衛星放送事業 1  [－]

広告代理事業 1  [－]

その他事業 2  [１]

全社（共通）
6  [－]

教育コンサルティング事業

合計 22  [１]

　（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、年間の平均人員を[　]外数で記載しております。 　

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、管理部門に所属しているものであります。

３．教育コンサルティング事業については管理部門の従業員が兼務しており、同一の従業員が複数の事業に従事

しております。従って、従業員をセグメントごとに区分するのは困難であります。　

 

（2）提出会社の状況

 平成24年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

6　[－] 　34.7 2.6   3,612,217

　

セグメントの名称 従業員数（人）

全社（共通） 6  [－]

合計 6  [－]

　（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、年間の平均人員を[　]外数で記載しております。

２．平均年間給与は、基準外賃金及び賞与を含んでおります。

３．全社（共通）として記載されている従業員数は、管理部門に所属しているものであります。

 

（3）労働組合の状況

当社は、労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

（1）業績

　当連結会計年度におけるわが国の経済は、大きな被害をもたらした東日本大震災の影響により前半の景気の冷え込

みが厳しかったものの、後半には徐々に立ち直りの動きが本格化し、輸出業を中心に業績回復を妨げていた円高も、米

国の景気回復傾向等を受け緩和に向かいつつあります。しかし、欧州債務問題や中東情勢の不安定化による原油価格

上昇など、世界的に景気の下振れ要因が存在し、国内的にも原子力発電所の停止による電力供給の制約やデフレ懸念

など、先行きの不透明感は払拭できず、依然として予断を許さない状況が継続しております。

　こうした情勢の中で、当社グループでは、今後収益力の拡大が見込める事業へ経営資源を集中的に投下し、顧客獲得

や契約内容の見直しなどによる収益構造の改善に傾注して参りました。

　広告代理事業（㈱エスコム）では、第１四半期から開始したインターネット上のショッピングサイト内での番組放

映数の増加及び当該サイトの内容の拡充が売上に貢献しました。また、衛星放送事業（㈱インストラクティービー）

では放送事業者間での契約関係の見直しを進め、収益構造の改善を行いました。教育コンサルティング事業（ジェイ

・エスコムホールディングス㈱及び㈱エスコム）では、新規に顧客を獲得し、売上を伸ばしました。

　しかし、理美容室・エステサロン向け商品販売事業（㈱ウエルネス）では、二次代理店との取引やＯＥＭ契約の受注

拡大に努めましたものの、震災以降の消費の冷え込みの影響を受け、また、エステサロンの新規取扱いの拡大が首都圏

で進まず、売上が減少しました。

以上の結果、当連結会計年度の売上高は808百万円（前連結会計年度比0.3％増）、営業損失は15百万円（前連結会

計年度は46百万円の営業損失）、経常損失は２百万円（前連結会計年度は30百万円の経常損失）、当期純損失は０百

万円（前連結会計年度は31百万円の当期純利益）となりました。

　

セグメント別の業績は次のとおりであります。

　

① 理美容事業 

　理美容事業につきましては、首都圏のエステサロンを中心とした販売先の拡大に努めましたが、思うように新規顧

客獲得が伸びず、また震災以降の消費低迷の煽りを受け、当該事業における売上高は348百万円（前連結会計年度比

15.3％減）となりました。

② 衛星放送事業 

衛星放送事業につきましては、依然として視聴者数の大幅な増加は見込みづらい状況ですが、視聴者にとって魅力

的な番組となるようコンテンツの改良について検討を重ね、また放送事業者間の契約関係を見直して収益率の向上

に努め、当該事業における売上高は223百万円（前連結会計年度比5.8％減）となりました。

③ 教育コンサルティング事業

教育コンサルティング事業につきましては、経理等管理部門関連の指導等を行う新規契約を締結し、当該事業にお

ける売上高は44百万円（前連結会計年度比22.5％増）となりました。

④ 広告代理事業

広告代理事業につきましては、第１四半期より開始したインターネット上のショッピングサイトに対する放映番

組の供給や当該サイトの構築・維持・改良に伴う事業収益が堅調に推移し、当該事業における売上高は191百万円

（前連結会計年度比58.9％増）となりました。

⑤ その他事業

海外商事事業及びその他事業につきましては、前期より引続きシャンプー、トリートメント等理美容関連商品に用

いる容器販売の仲介業務を行っておりますが、事業としては低調なものに留まっており、当該事業における売上高は

１百万円（前連結会計年度比8.4％減）となりました。

　

（2）キャッシュ・フロー

　当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ3百万円増加

し170百万円となりました。

　当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの主な要因は、次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは15百万円の収入（前連結会計年度は62百万円の支出）となりました。資金

増加の主な要素は支払手形の決済日が期末日以降であったことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは２百万円の支出（前連結会計年度は20百万円の支出）となりました。資金

減少の主な要素は、貸付けによる支出４百万円が発生したことによるものであります。
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（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは10百万円の支出（前連結会計年度は10百万円の支出）となりました。資金

減少の主な要素は長期借入金の返済による支出10百万円が発生したことによるものであります。 

　

２【販売及び仕入の状況】

（1）販売実績

　当連結会計年度の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

前年同期比（％）

理美容事業（千円） 348,315 84.7

衛星放送事業（千円） 223,795 94.2

教育コンサルティング事業（千円） 44,100 122.5

広告代理事業（千円） 191,073 158.9

報告セグメント計（千円） 807,285 100.3

その他（千円） 1,303 91.6

合計（千円） 808,588 100.3

　（注）１．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．金額は販売価格によっており、セグメント間の取引については相殺消去しております。

３．最近２連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおり

であります。

相手先
前連結会計年度 当連結会計年度

販売高（千円） 割合（％） 販売高（千円） 割合（％）

スカパーＪＳＡＴ株式会社 115,844     14.4 126,418 15.6

株式会社トライステージ － － 106,334 13.1

　（注）株式会社トライステージに対する前連結会計年度における販売実績は、100分の10未満であるため、記載を省略

　　　　しております。

　

（2）仕入実績

当連結会計年度の仕入実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

前年同期比（％）

理美容事業（千円） 240,880 85.1

衛星放送事業（千円） 213,326 94.7

教育コンサルティング事業（千円） － －

広告代理事業（千円） 163,662 150.1

　　　報告セグメント計（千円） 617,869 100.1

その他（千円）  566 94.5

合計（千円） 618,435 100.1

　（注）１．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．金額は実際仕入価格によっております。
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３【対処すべき課題】

当連結会計年度におきましては、第１四半期より開始したインターネット上のショッピングサイトの構築・維持

・運営に関する事業が本格的に稼働し、収益を確立することができました。しかし、もう一方の売上の柱である理美

容事業については、消費低迷の煽りを受けて収益が伸びず、結果として営業損失の解消に至りませんでした。 

このような状況から、景気変動等のリスクを分散し、各主要事業のビジネスモデルをより一層強化するため、経営

資源を集中的かつ効率的に投入し、事業基盤を確実に維持・発展させることが重要な課題であると考えています。

当社グループでは、営業利益を生み出す確固とした体制作りのため、次のような方針にて課題に取り組んで参り

ます。

①　理美容事業における新規取扱先獲得のための営業推進

　　理美容事業におきましては、商品の購買に繋がるよう継続的な商品講習会の実施やエステサロンを中心とした休

眠顧客等に対する営業アプローチを推進し、売上の増進を図っていきます。

②　広告代理事業におけるショッピングサイト事業の更なる拡充

　　前期において安定的に収益を上げることができたショッピングサイトの維持・運営に関する事業について、更な

る利用者の獲得に繋げるべく、サイト内容の益々の充実に努めます。

また、上記に限らず、業界・業態にこだわらない新規事業への参入、及びその実現の手段としてＭ＆Ａや業務

提携等を検討し、強みである持株会社としての機動性を十分に活かした経営を行って参ります。 
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４【事業等のリスク】

　当社及び当社グループの事業等に重大な影響を及ぼす可能性のあるリスク、または投資家の判断に重要な影響を及

ぼすと考えられる事項について、有価証券報告書提出日現在において当社が想定する主なものは以下のとおりです。

なお、以下の記載は当社グループに影響を及ぼす全てのリスクを網羅することを意図するものではありませんので、

ご留意下さい。 

(1) 事業構造の転換について

　当社及び当社グループは、黒字体質への転換を図るべく、新規事業の立ち上げ等事業構造の転換に取り組んでいま

すが、当連結会計年度において、連結営業損失を継続して計上しています。このため、当該状況を解消すべく当社事

業計画を策定し、従来からの事業構造の転換を図ることにより、営業収益確保を見込んでいます。しかしながら、新

規事業立ち上がりの時期が予定より遅延した場合や新規事業の収益が予想と異なった場合、当社の業績に影響を及

ぼす可能性があります。

(2) 企業買収・提携について

  当社グループは、既存事業の拡大・新規事業領域への参入等を意図して、企業買収や業務提携・資本提携を行い、

企業価値を高めることを目指しています。しかしながら、Ｍ＆Ａが成立した後、のれんの償却等により当社グループ

の業績が一時的に影響を受ける可能性や、偶発債務や未認識債務等が発生した場合に当社グループの業績に影響を

及ぼす可能性があります。

(3) 与信管理について

　当社グループでは、与信規程を強化するなど、販売先からの売掛金回収が滞らないよう営業本部と連携をして参り

ますが、与信限度額の厳格化による主要販売先との取引条件の見直しが行われた場合、業績に影響を及ぼす可能性

があります。また、主要販売先の業績が当社の予想を超えて急激に悪化し、多額の貸倒れが発生した場合にも、当社

の業績に影響を及ぼす可能性があります。

(4) 特定仕入先への依存度が高いことについて

　当社グループの主要事業である理美容・エステ商材販売事業（株式会社ウエルネス）は、当社の業務提携先から

の仕入れに大部分を依存しています。当該仕入先との取引関係は取引開始以来安定していますが、当該仕入先の販

売方針・供給体制に問題が生じた場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

(5) 会計基準の変更について

　会計処理の変更などを含め将来において会計基準の大きな変更があった場合には、当社グループの業績に影響を

及ぼす可能性があります。

(6) 衛星放送事業に係るリスク

　当社グループの衛星放送事業は、プラットフォームである「スカパー！」を通じて、スカパーＪ-ＳＡＴの通信衛

星を利用して運用しています。当該通信衛星の不具合等による放送停止が発生した場合及び契約約款等の変更が発

生した場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

　また当社グループの衛星放送事業は委託放送事業者として放送法に基づき総務大臣の認可を受けており、５年ご

との更新が義務付けられております。放送事業は電波という公共性の高い媒体を使用するため、放送法で公共の福

祉に適合する番組のあり方等が規定されており、将来法の強化・改正が行われた場合、当社事業はその制約を受け

ることとなります。また、これらの法に基づく認定を更新していかなければ、当社の事業を継続していくことが困難

となり、当社の経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

(7) 固定資産の減損に係る会計基準の適用

　当社グループは引き続き事業の選択と集中を行い、コスト削減と資産圧縮等の施策を実行するとともに、継続的に

事業見直しと利益重視の経営に努めて参りますが、これらの改善施策の推進状況や固定資産の減損に係る会計基準

の適用如何により、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。
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(8) ストック・オプションについて

　当社は、新株予約権方式によるストック・オプション制度を採用しております。当社は、当社の役員及び従業員、関

連会社の役員及び従業員などの株主以外の者に対して、ストック・オプション（新株予約権）を付与しています。

当該ストック・オプションの行使条件を満たし、権利行使がなされた場合には、１株当たりの株主価値の希薄化が

生じる可能性があります。  

(9) 重要な訴訟事件等の発生

　当連結会計年度において、当社グループの業績に重要な影響を及ぼす訴訟等は、提起されていません。しかしなが

ら、業績に大きな影響を及ぼす訴訟や社会的影響の大きな訴訟等が発生し、当社グループに不利な判断がなされた

場合には、当社グループの業績及び財務状態に影響を及ぼす可能性があります。

(10) 自然災害について

　当社グループの国内主要施設・設備は、東京都心に集中しています。このため、関東を中心とした大規模な震災等

の自然災害発生に備え、営業や財務状況に関わる重要なデータを関東圏外のサーバでバックアップ保存するなど各

種災害対策を実施し、事業継続のための備えを整備していますが、万が一東京都心部に大規模な自然災害が発生し

た場合、当社グループの事業並びに業績に重大な影響が及ぶ可能性があります。 

(11）重要事象等について

　当社グループは、当連結会計年度において、連結営業キャッシュ・フローは改善傾向にあるものの、連結営業損失

15百万円を計上しています。

　この状況により、前年度から引き続き継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在して

います。　
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５【経営上の重要な契約等】
契約会社名 相手方の名称 契約品目 契約内容 契約期間

㈱インストラクティービー

（連結子会社）
スカパーＪＳＡＴ㈱ テレビジョン放送

衛星デジタル多チャ

ンネル放送サービス

委託契約

平成18年９月26日から

平成19年３月31日まで

以後１年毎の自動更新

〃 スカパーＪＳＡＴ㈱ 〃

衛星デジタル多チャ

ンネル放送

PerfecＴＶ送信サー

ビス契約

平成17年10月１日から

平成20年３月31日まで

以後１年毎の自動更新

〃 ㈱衛星ネットワーク 〃

衛星デジタル多チャ

ンネル放送サービス

委託契約

平成17年８月１日から

平成18年３月31日まで

以後１年毎の自動更新 

㈱ウエルネス

（連結子会社） 

㈱メロスコスメ

ティックス
化粧品販売 メロス代理店契約

平成16年２月29日から

平成17年２月28日まで

以後１年毎の自動更新 

〃
㈱ファインケメ

ティックス
化粧品製造・販売 総販売代理店契約

平成20年４月20日から

平成21年４月19日まで

以後１年毎の自動更新 

６【研究開発活動】

　該当事項はありません。
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、本有価証券報告書提出日現在において当社グループが判断したものであります。

 １．重要な会計方針及び見積り

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

おります。この連結財務諸表の作成にあたりまして、当社グループは、連結財務諸表の作成に際し、決算日における

資産・負債の報告数値及び偶発債務の開示、並びに報告期間における収入・費用の報告数値に影響を与える見積り

及び仮定設定を行わなければなりません。当社グループは、貸倒債権、たな卸資産、法人税等、財務活動、偶発事象等

に関する見積り及び判断に対して、継続して評価を行っております。当社グループは、過去の実績や状況に応じ合理

的だと考えられる様々な要因に基づき、見積り及び判断を行い、その結果は、他の方法では判別しにくい資産・負債

の簿価及び収入・費用の報告数字についての判断の基礎となります。実際の結果は、見積り特有の不確実性がある

ため、これらの見積りと異なる場合があります。

当社グループは、特に以下の重要な会計方針が、当社の連結財務諸表の作成において使用される当社の重要な判

断と見積りに大きな影響を及ぼすと考えられます。

①貸倒引当金

　当社グループは、売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率または合理的に算定し

た貸倒見積高により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計

上しております。顧客の財務状態が悪化し、その支払能力が低下した場合には、追加引当が必要となる可能性が

あります。　

②たな卸資産

　当社グループは、たな卸資産の推定される将来需要及び市場状況に基づく時価の見積額と原価との差額に相

当する陳腐化の見積額について、評価減を計上しております。実際の将来需要または市場状況が当社グループ

の見積りより悪化した場合、追加の評価減が必要となる可能性があります。

　

２．当連結会計年度の経営成績の分析

当社グループでは、経営理念に基づき、コンプライアンスの順守と内部統制システムの確立を行いながら、主要３

事業（理美容事業、広告代理事業、衛星放送事業）における部門収益の確保を図ることが重要課題であると捉えて

営業活動に取り組んで参りました。

当連結会計年度におきましては、広告代理事業（㈱エスコム）では、第１四半期から開始したインターネット上

のショッピングサイト内での番組放映数の増加及び当該サイトの内容の拡充が売上に貢献しました。また、衛星放

送事業（㈱インストラクティービー）では放送事業者間での契約関係の見直しを進め、収益構造の改善を行いまし

た。教育コンサルティング事業（ジェイ・エスコムホールディングス㈱及び㈱エスコム）では、新規に顧客を獲得

し、売上を伸ばしました。

しかし、理美容事業（㈱ウエルネス）では、二次代理店との取引やＯＥＭ契約の受注拡大に努めましたものの、震

災以降の消費の冷え込みの影響を受け、また、エステサロンの新規取扱いの拡大が首都圏で進まず、売上が減少しま

した。 

以上の結果、当連結会計年度の連結売上高は808百万円（前連結会計年度比0.3％増）、営業損失は15百万円（前

連結会計年度は46百万円の営業損失）、経常損失は２百万円（前連結会計年度は30百万円の経常損失）、当期純損

失は０百万円（前連結会計年度は31百万円の当期純利益）となりました。

　

３. 当連結会計年度の財政状態の分析

　当連結会計年度末の資産につきましては、総資産は456百万円となり、前連結会計年度末に比べて23百万円の増加

となりました。この増加は、主に受取手形及び売掛金の増加によるものであります。負債につきましては、負債合計

は220百万円となり、前連結会計年度末に比べて24百万円の増加となりました。この増加は、主に支払手形及び買掛

金の増加によるものであります。純資産につきましては、純資産合計は235百万円となり、前連結会計年度末に比べ

て１百万円の減少となりました。この減少は、主に少数株主持分減少によるものであります。
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４．資本の財源及び資金の流動性についての分析

　当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ３百万円増

加し170百万円となりました。 

　当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの主な要因につきましては、「第２　事業の状況　

１　業績等の概要(2)キャッシュ・フロー」をご参照下さい。

　

５．継続企業の前提に関する重要事象等

　当社グループは、当連結会計年度において、連結営業キャッシュ・フローは改善傾向にあるものの、連結営業損失

を15百万円計上しています。この状況により、前年度から引き続き継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるよう

な事象又は状況が存在しております。

　当社はこのような状況を解消すべく、平成24年度の事業計画を策定し、営業キャッシュ・フローの更なる改善及び

営業損失を解消する対応策を講じて参ります。具体的には、広告代理事業においてはインターネット上のショッピ

ングサイトに対する更なる顧客誘引のため内容拡充に努め、理美容事業においては、ＯＥＭ商品の推進やエステサ

ロンを中心とした新規販売先の獲得に注力いたします。

  財務面では自己資本比率が34.3％となり、前連結会計年度に引続き財務内容を改善していく必要性について認識

しています。当社が財務体質を改善していく方策としては当社グループの主要各事業（理美容事業、広告代理事業、

衛星放送事業）の営業利益の増益を重視しており、事業計画を達成できるよう慎重且つ大胆に各事業の収益体質の

改善に注力して参ります。

　しかしながら、欧州債務問題に代表される世界的な不況の発生リスクは払拭されておらず、更に国内でのデフレ傾

向が強まるなど経済状況によっては販売計画が影響を受ける可能性があります。また理美容事業について、他業種

からの新規参入による更なる競争の激化が予想され、サービス品質向上への対応がコスト上昇を招き、収益を圧迫

する可能性等も考慮し、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められると判断しています。　

　なお、連結財務諸表は、継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響を連結財務諸表

には反映していません。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

(1) 重要な設備投資

当連結会計年度に実施いたしました重要な設備投資はありません。

(2) 重要な設備の除却等

当連結会計年度に実施いたしました重要な設備の除却等はありません。

２【主要な設備の状況】

当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。

(1) 提出会社　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 平成24年３月31日現在

事業所名
（所在地）

セグメントの名称 設備の内容
帳簿価額（千円）

従業員数
（人）

建物及び構
築物 

工具、器具
及び備品

土地
（面積㎡）

その他
 

合計
 

本社

（東京都港区）

持株会社・教育コンサ

ルティング事業
統括業務施設 － 86  －  －  86

 6

 ［-］

　

(2) 国内子会社　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成24年３月31日現在

会社名
事業所名
（所在地）

セグメントの
名称

設備の内容
帳簿価額（千円）

従業員数
（人）

建物及び
構築物 

工具、器具
及び備品

土地
 （面積㎡） その他 合計 

㈱エスコム
本社

（東京都港区）

教育コンサル

ティング事業

・広告代理事

業及びその他

事業

統括・販売

業務施設
1,182 109

 22,000

 (2,559.43)
－ 23,292

1

［-］

㈱インストラク

ティービー

放送局

（東京都港区）
衛星放送事業

統括・販売

業務施設
－ 48 － － 48

1

［-］

㈱ウエルネス 
本社

（東京都港区）
理美容事業

統括・販売

業務施設
934  266

 8,000

(90.52)
 －  9,201

12

［-］

　

(3) 在外子会社　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 平成23年12月31日現在

会社名
事業所名
（所在地）

セグメントの
名称

設備の内容
帳簿価額（千円）

従業員数
（人）

建物及び
構築物

工具、器具及
び備品 

土地
 （面積㎡）

その他
 

合計
 

Escom China Limited
本社

（中国香港）
その他事業

統括・販売

業務施設
－ － － － －

－

［-］

達楽美爾（上海）商

貿有限公司

本社

（中国上海市）
その他事業

統括・販売

業務施設
－ 322 － － 322

2

［1］

（注）１．金額には消費税等を含んでおりません。

２．在外子会社につきましては、決算日の12月31日を基準にしております。 

３．従業員数の［　］は平均臨時雇用者数を外書しております。 

　

３【設備の新設、除却等の計画】

(1）重要な設備の新設

　該当事項はありません。

(2）重要な設備の除却等

　該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 22,932,000

計 22,932,000

　

②【発行済株式】

種類
 事業年度末現在発行（株）
（平成24年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成24年６月27日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 6,119,890 6,119,890

大阪証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ市場

（スタンダード）　

単元株式数100株

計 6,119,890 6,119,890 － －
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（２）【新株予約権等の状況】

当社が旧商法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

　　　①　平成18年２月24日臨時株主総会決議

 
事業年度末現在 

（平成24年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成24年５月31日） 

 新株予約権の数（個） 865　　　 865　　　

 新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

 新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

 新株予約権の目的となる株式の数（株） 86,500(注1） 86,500(注1）

 新株予約権の行使時の払込金額（円） 430(注1） 同左

 新株予約権の行使期間
自　平成20年３月１日

至　平成27年２月28日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　 　617

資本組入額 　309(注1）
同左

 新株予約権の行使の条件

①　当社または当社関係会社

の取締役、監査役あるいは従

業員として本新株予約権の割

当を受けた者は、権利行使時

においても、当社または当社

関係会社の取締役、監査役あ

るいは従業員の地位にあるこ

と、また、当社または当社関係

会社の取引先・提携先あるい

はこれらの関係当事者として

割当を受けた者は、権利行使

時においても、当社または当

社関係会社の取引先・提携先

あるいはこれらの関係当事者

としての地位にあることを要

するものとする。

②　本新株予約権の質入その

他の処分は認めないものとす

る。

③　本新株予約権者が死亡し

た場合は、取締役会の承認に

より新株予約権者の相続人が

行使することができる。

④　その他の行使条件につい

ては、取締役会決議に基づき、

本新株予約権者との間で締結

する「第５回新株予約権割当

契約書（付与契約）」の定め

るところによる。

同左

 新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡するときは取締役会の承

認を要するものとする。 
同左

 代用払込みに関する事項  －  －

 組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －  －

（注）１．平成23年６月30日の株主総会決議により、平成23年７月25日付で10株を１株とする株式併合を行っておりま

す。これにより「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権行使時の払込金額」及び「新株予約権の行

使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。　
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当社が会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

　　　②　平成19年６月29日定時株主総会決議

 
事業年度末現在 

（平成24年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成24年５月31日） 

 新株予約権の数（個） 5,000　　　 5,000　　　

 新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

 新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

 新株予約権の目的となる株式の数（株） 500,000（注1） 500,000(注1）

 新株予約権の行使時の払込金額（円） 310(注1） 同左

 新株予約権の行使期間
自　平成21年７月21日

至　平成29年７月20日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　 　484

資本組入額   242(注1）
同左

 新株予約権の行使の条件

①　新株予約権者が死亡した場

合、新株予約権者の相続人によ

る本新株予約権の相続を認め

るものとする。

②　新株予約権の質入その他の

処分は認めないものとする。

③　その他の権利行使の条件

は、当社と新株予約権者との間

で締結する「新株予約権割当

契約書」に定めるところによ

る。

同左

 新株予約権の譲渡に関する事項
当該新株予約権の譲渡はでき

ないものとする。 
同左

 代用払込みに関する事項  －  －

 組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  （注２） 同左

（注）１．平成23年６月30日の株主総会決議により、平成23年７月25日付で10株を１株とする株式併合を行っておりま

す。これにより「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権行使時の払込金額」及び「新株予約権の行

使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。

２．当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転（以上

を総称して以下「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生の時点において残存

する新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第

236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条

件に基づきそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新株予

約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収

合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めた場合に

限るものとする。

① 交付する再編対象会社の新株予約権の数

組織再編行為の効力発生の時点において残存する新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同

一の数をそれぞれ交付するものとする。

② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、当該新株予約権の募集事項の定めに準じて決定する。
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④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案の上調整した

再編後払込金額に、上記③に従って決定される当該新株予約権の目的である株式の数を乗じて得られる金額と

する。

⑤ 新株予約権を行使できる期間

当該新株予約権の募集事項に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力

発生日のうちいずれか遅い日から、当該新株予約権の募集事項に定める新株予約権を行使することができる期

間の満了日までとする。

⑥ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項は、当該新

株予約権の募集事項の定めに準じて決定する。

⑦ 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の承認を要するものとする。

⑧ 新株予約権の取得条項

当該新株予約権の募集事項の定めに準じて決定する。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

 　　　　　該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数

増減数（株）

発行済株式総

数残高（株）

資本金増減

額（千円）

資本金残高

（千円）

資本準備金増

減額（千円）

資本準備金　

残高（千円）

平成23年７月25日（注）△55,079,0166,119,890 － 875,196 － 436,864

（注）発行株式数の減少は平成23年７月25日に行われた10株を１株とする株式併合によるものであります。

　

　

（６）【所有者別状況】

 平成24年３月31日現在

区分
株式の状況（１単元の株式数100株） 単元未満株

式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体 金融機関 金融商品

取引業者
その他
の法人

外国法人等 個人
その他 計

個人以外 個人

株主数

（人）
－ 1 14 56 6 5 4,0404,122 －

所有株式数

（単元）
－ 1,2281,26310,485 53 107 48,05661,192 690

所有株式数の

割合（％）
－ 2.01 2.06 17.13 0.09 0.17 78.53100.00 －

　（注）１. 自己株式317株は、「個人その他」に３単元、「単元未満株式の状況」に17株含めて記載しております。

２. 上記「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式を、44単元（4,400株）含めて記載しておりま

す。

３．平成23年６月30日の株主総会決議に基づき、平成23年７月25日をもって1単元の株式数を1,000株から100株

に変更しております。　
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（７）【大株主の状況】

 平成24年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

丁　　　廣　鎮 横浜市中区 675 11.03

株式会社イー・プレイヤーズ 東京都港区赤坂６丁目１５－１１ 250 4.08

大商株式会社 高市郡高取町大字観覚寺８１４－５ 192 3.14

株式会社大塚商会 東京都千代田区飯田橋２丁目１８－４ 150 2.45

大阪証券金融株式会社　 大阪市中央区北浜２丁目４－６　 122 2.00

大成栄養薬品株式会社 高市郡高取町大字観覚寺８３０－１ 103 1.68

たち川フード有限会社 東京都渋谷区広尾３丁目２－１３ 96 1.56

冨　岡　　　隆　 岡山市北区　 67 1.10

佐久間　真　里　 東京都港区　 67 1.09

林　　　洋　一 札幌市中央区 65 1.06

計 － 1,789 29.24

　　

（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成24年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 　普通株式　   　300 － －

完全議決権株式（その他） 　普通株式 6,118,900 61,189 －

単元未満株式 　普通株式　   　690 － －

発行済株式総数           6,119,890 － －

総株主の議決権 － 61,189 －

　（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が4,400株（議決権の数44個）含まれてお

ります。

②【自己株式等】

 平成24年３月31日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

ジェイ・エスコムホール

ディングス株式会社

東京都港区赤坂

六丁目15－11
300 － 300 0.00  

計 － 300 － 300 0.00  
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（９）【ストックオプション制度の内容】

　　当社は、ストックオプション制度を採用しております。当該制度は、旧商法及び会社法に基づき新株予約権を発行す

る方法によるものであります。

　当該制度の内容は、以下のとおりであります。

　　旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、当社及び当社関係会社の取締役、監査役及び従業員並びに当

社及び当社関係会社の取引先・提携先及びこれらの関係当事者に対して、平成18年２月24日開催の臨時株主総会に

おいて決議された当該制度の概要は次のとおりであります。

 （平成18年２月24日臨時株主総会決議）

決議年月日 平成18年２月24日

付与対象者の区分及び人数（名）
当社の取締役４名、監査役３名、従業員２名及び当社の関係

会社の役員等21名

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数（株） 合計500,000株を上限とする（注１、３）

新株予約権の行使時の払込金額（円）  430（注２、３）

新株予約権の行使期間
自　平成20年３月１日

至　平成27年２月28日

新株予約権の行使の条件

①当社または当社関係会社の取締役、監査役あるいは従業員

として新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時におい

ても、当社または当社関係会社の取締役、監査役あるいは

従業員の地位にあること、また、当社または当社関係会社

の取引先・提携先あるいはこれらの関係当事者として割

当を受けた者は、権利行使時においても当社または当社関

係会社の取引先・提携先あるいはこれらの関係当事者と

しての地位にあることを要するものとする。

②本新株予約権の質入その他の処分は認めないものとす

る。

③本新株予約権者が死亡した場合は、取締役会の承認によ

り新株予約権者の相続人が行使することができる。

④その他の行使条件については、取締役会決議に基づき、当

社新株予約権割当の対象者との間で締結する「新株予約

権付与契約」の定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは取締役会の承認を要するもの

とする。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　（注１）　新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整する

ものとする。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち当該時点で行使されていない目的たる株式の数について

のみ行われ、調整の結果生じる１株未満の株式については、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

　上記のほか、新株予約権発行後に当社が他社と合併・会社分割・資本減少を行う場合、並びに合併・会社分割

・資本減少を行い新株予約権が承継される場合、その他これらの場合に準じて株式数の調整を必要とする場合

には、当社は合理的な範囲で適切に株式数の調整を行うことができるものとする。
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　（注２）　本新株予約権の行使の目的たる株式１株当たりの払込金額（以下、「行使価額」という。）は、新株予約権を発

行する日の属する月の前月における大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）が公表する当社株式普通

取引の最終価格の平均値に1.05を乗じた金額（１円未満の端数は切上げ）とする。ただし、当該金額が新株予

約権の発行する日における大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）が公表する当社株式普通取引の終

値を下回る場合は、当該終値（当日に取引がない場合には、それに先立つ直近日の終値）とする。

　新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、行使価額は、次の算式により調整されるも

のとし、調整により生ずる１円未満の端数は切上げる。

  
調整後行使価額

 
＝

 
調整前行使価額

 
×

１

  分割・併合の比率

　また、当社が当社普通株式の時価を下回る価額で普通株式の発行（時価発行として行う公募増資、新株予約権

及び新株予約権証券の行使に伴う株式の発行を除く。）または当社の保有する当社普通株式の処分（新株予約

権の行使及び単元未満株式の買増請求による場合を除く。）を行う場合は、次の算式により行使価額の調整を

行い、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

 
 

   
 

既発行株式数＋

新規発行・

処分株式数
×
１株当たりの発行・

処分価額

 
調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×

１株当たりの時価

 既発行株式数＋新規発行・処分株式数

　上記のほか、新株予約権発行後に当社が他社と合併・会社分割・資本減少を行う場合、その他これらの場合に

準じて行使価額の調整を必要とする場合には、当社は合理的な範囲で適切に行使価額の調整を行うことができ

るものとする。

 （注３）　平成23年６月30日の株主総会決議により、平成23年７月25日をもって10株を１株とする株式併合を行ってお

ります。これに伴い、株式の数及び新株予約権の行使時の払込金額の調整を行っております。

 

　会社法の規定に基づき、当社の取締役に対して、平成19年６月29日開催の定時株主総会において決議された当該制

度の概要は次のとおりであります。

 （平成19年６月29日定時株主総会決議）

決議年月日 平成19年６月29日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社の取締役３名

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数（株） 合計500,000株を上限とする（注１、４）

新株予約権の行使時の払込金額（円）  310（注２、４）

新株予約権の行使期間
自　平成21年７月21日

至　平成29年７月20日

新株予約権の行使の条件

①　新株予約権者が死亡した場合は、新株予約権者の相続人

による本新株予約権の相続を認めるものとする。

②　新株予約権の質入その他の処分は認めないものとする。

③　その他の行使条件は、当社と新株予約権者との間で締結

する「新株予約権付与契約書」の定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項 当該新株予約権の譲渡はできないものとする。 

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注３）

　（注１）　新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整する

ものとする。ただし、係る調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株

式数について行われ、調整の結果生じる１株未満の株式については、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

上記のほか、決議日後、株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、合理的な範囲で当社は

必要と認める株式数の調整を行う。
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　（注２）　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権の行使により交付を受けることができる株式

１株当たりの払込金額（以下「行使価額」という。）に当該新株予約権に係る付与株式数を乗じた金額とす

る。 

　新株予約権の行使の目的たる株式１株当たりの払込金額は、新株予約権を割当てる日（以下「割当日」とい

う。）の属する月の前月の各日（取引が成立しない日を除く。）の大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダー

ド）における当社普通株式の普通取引の終値（以下「終値」という。）の最終価格の平均値に1.05を乗じた金

額とし、１円未満の端数は切上げる。ただし、その金額が割当日の前日の終値（取引が成立しない場合には、そ

れに先立つ直近日の終値。）を下回る場合は、割当日の前日の終値とする。

　なお、割当日後、当社が当社普通株式につき株式分割または株式併合等を行う場合には、次の算式により行使

価額を調整するものとする。

 
 調整後行使価額＝ 調整前行使価額 ×

１

  分割・併合の比率

　上記のほか、割当日後に当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場合、その他これら

の場合に準じ、行使価額の調整を必要とする場合には、取締役会の決議により合理的な範囲で行使価額を調整

するものとする。

　（注３）　当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転（以上

を総称して以下「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生の時点において残

存する新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法

第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下

の条件に基づきそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は

新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する

旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定

めた場合に限るものとする。

① 交付する再編対象会社の新株予約権の数

組織再編行為の効力発生の時点において残存する新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数

と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、当該新株予約権の募集事項の定めに準じて決定する。

④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案の上調整

した再編後払込金額に、上記③に従って決定される当該新株予約権の目的である株式の数を乗じて得られ

る金額とする。

⑤ 新株予約権を行使できる期間

当該新株予約権の募集事項に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の

効力発生日のうちいずれか遅い日から、当該新株予約権の募集事項に定める新株予約権を行使することが

できる期間の満了日までとする。

⑥ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項は、当

該新株予約権の募集事項の定めに準じて決定する。

⑦ 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の承認を要するものとする。

⑧ 新株予約権の取得条項

当該新株予約権の募集事項の定めに準じて決定する。

　（注４）　平成23年６月30日の株主総会決議により、平成23年７月25日をもって10株を１株とする株式併合を行っており

ます。これに伴い、株式の数及び新株予約権の行使時の払込金額の調整を行っております。　
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

 該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

 該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 120 2,640

当期間における取得自己株式 － －

（注）１.取得自己株式数は、平成23年７月25日付の株式併合前の株式数であります。

（注）２.当期間における取得自己株式には、平成24年６月１日から本有価証券報告書提出日までの単元未満株式の

　　　　 買取による株式は含まれておりません。

　

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分
当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式
－ － － －

その他（株式併合） 2,860 － － －

保有自己株式数 317 － 317 －

（注）１.その他（株式併合）2,860株は、平成23年７月25日に10株を１株とする株式併合を行ったことによるもの

　　　　　であります。 

（注）２.当期間における保有自己株式には、平成24年６月１日から本有価証券報告書提出日までの単元未満株式

　　　　　の買取による株式は含まれておりません。

 

３【配当政策】

　当社は、企業体質の強化並びに積極的な事業展開のために必要な内部留保の充実を図り、株主への利益還元を重要政

策として認識しております。業績に応じた配当を行うことを前提としたうえで、安定配当の維持を目指し、高配当性向

を基本方針としております。

 当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としており、これらの剰余金の配当の

決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。また、「取締役会の決議により、

毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨を定款に定めております。

 当事業年度の配当につきましては、利益剰余金がマイナスのため、無配としております。
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４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第３期 第４期 第５期 第６期 第７期
決算年月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月

最高（円） 38 47 40 19
36

□167

最低（円） 14 8 10 7
10
□65

　（注）１．最高・最低株価は、平成22年４月１日より大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱにおけるものであり、平成22年10月12

日より大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであります。それ以前はジャスダック証

券取引所におけるものであります。

２．平成23年７月25日付で10株を１株とする株式併合を実施したことから、第７期の株価については株式併合前

の最高・最低株価を記載し、□印にて株式併合後の最高・最低株価を記載しています。

　

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成23年10月 11月 12月 平成24年１月 ２月 ３月
最高（円） 118 121 117 101 106 112
最低（円） 85 65 87 87 88 90

　（注）１．最高・最低株価は大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであります。

　　　　２．平成23年７月25日付で10株を１株とする株式併合を実施したことから株式併合後の株価となっております。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

代表取締役

社長
 － 嶺井　武則 昭和44年４月25日生

平成２年４月 ㈲吉永産業入社

平成７年10月増田会計事務所入所

平成13年１月㈱マーキュリー・アカウンティ

ング・ファーム入社

平成20年１月

 平成22年６月

 平成22年６月

 平成22年６月

　

 平成22年６月

 平成24年６月

 平成24年６月

 平成24年６月

　
 平成24年６月　

㈱メロスコスメティックス入社

当社取締役

㈱エスコム取締役

㈱インストラクティービー取締

役

㈱ウエルネス取締役

当社代表取締役（現任）

㈱エスコム代表取締役（現任）

㈱インストラクティービー代表

取締役（現任）

㈱ウエルネス代表取締役（現

任）　

注3 －

取締役 － 宗田　こずえ 昭和37年11月11日生

 平成２年４月 スイスユニオン銀行入行

 平成４年４月 ㈱ジャック入社

 平成15年６月㈱ジャック・インベストメント

監査役

 平成15年６月㈱モール・オブ・ティーヴィー

取締役

 平成15年７月 ㈱イー・プレイヤーズ監査役

 平成17年８月 ㈱イー・プレイヤーズ取締役

 平成17年10月 当社取締役（現任）

 平成18年11月 達楽美爾（上海）商貿有限公司

監査役（現任） 

 平成19年８月 ㈱エスコム取締役（現任）

 平成19年８月 ㈱インストラクティービー取締

役（現任）

 平成20年６月 ㈱ウエルネス取締役（現任）

 注3 －

取締役　  － 石川　順 昭和38年１月16日生

平成２年10月野村貿易㈱入社

 平成14年８月　 Inventec Micro-Electronics

Co.,Ltd入社　

 平成18年３月 H.R.Silvine-CMC Co.,Ltd入社

 平成18年７月㈱エスコム入社　

 平成18年７月 達楽美爾（上海）商貿有限公司

副総経理 

 平成23年４月 ESCOM CHINA LIMITED董事（現

任）

 平成23年４月達楽美爾（上海）商貿有限公司

董事長（現任）

 平成24年６月

 平成24年６月

 平成24年６月

　

 平成24年６月

当社取締役（現任）

㈱エスコム取締役（現任）

㈱インストラクティービー取締

役（現任）

㈱ウエルネス取締役（現任）　

 注3 －

常勤監査役  －  横山　泰彦 昭和29年５月31日生

昭和61年４月㈱日立メディコ入社

 平成元年２月 ㈱ＡＣＣＥＳＳ入社

 平成15年10月㈱ジャック入社

 平成17年４月㈱ジャック・インベストメント

入社（現任）  

 平成18年12月当社監査役（現任） 

  平成19年６月

　平成23年６月

 ㈱エスコム監査役（現任）

㈱モール・オブ・ティーヴィー

監査役（現任）　

注4 －
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

監査役  － 美濃部　健司 昭和31年10月25日生 

 平成18年12月 ㈱インストラクティービー監査

役（現任）

 平成18年12月 ㈱エスコム監査役（現任）

 平成18年12月 当社監査役（現任）

 平成20年６月

 平成23年６月 

㈱ウエルネス監査役（現任）

㈱モール・オブ・ティーヴィー

監査役（現任）　

注4 －

 監査役  － 関口　博 昭和30年11月21日生 

 昭和62年11月司法試験第２次試験合格

 昭和63年４月 司法研修所入所

 平成２年３月 司法研修所卒業（42期）

 平成２年４月 弁護士登録（東京弁護士会）、

松嶋（現西村ときわ）総合法律

事務所入所

 平成７年４月 関口博法律事務所設立

 平成15年６月 ㈱エスコム監査役（現任）

 平成17年10月

 平成23年６月

当社監査役（現任）

㈱モール・オブ・ティーヴィー

監査役（現任）　

注4 －

    計　  －

　   （注） １.監査役は、すべて会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

　　　　　　２.監査役の横山泰彦、美濃部健司及び関口博は、大阪証券取引所に対し、独立役員として届け出ており

　　　　　　　 ます。　

　　　　　　３．平成24年６月27日開催の定時株主総会の終結の時から２年間

　　　　　　　４．平成22年６月25日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

　　　５．平成24年６月27日開催の定時株主総会及び終了後の取締役会により、下記の通り役員の異動がありま

　　　　　した。

氏　名
役　職　名

異　動　後 異　動　前　

嶺井　武則 代表取締役社長 取　締　役

石川　　順 取　締　役 ―

米持　貴史 ― 代表取締役社長
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

 ① 企業統治の体制     会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

・企業統治の体制の概要

　当社は、監査役制度を採用しております。監査役３名は全員が社外監査役であり、またそのうち、１名は弁護士

であります。また、取締役会は、取締役３名で構成しております。社外取締役はおりません。取締役会は毎月定例

の開催のほかに必要に応じて随時開催し、経営の基本方針や法令で定められた事項、その他経営に関する重要事

項を決定するとともに、グループの業務執行状況を監視しております。　

・企業統治の体制を採用する理由

　社外からの視点を強化し、独立性・透明性を高め、取締役会をはじめ重要な会議に出席し、取締役の職務執行状

況を監視、監督する体制になっております。また、取締役会を少数にする事で迅速な意思決定が可能であると同

時に、各取締役が相互の経営体制を念頭におき、健全経営を実践しております。　

・内部統制システムの整備の状況　

　内部統制による組織・規程等責任を明確にし、必要に応じて各取締役に報告することにより、取締役会への議

案及び報告がスムーズに行われる体制を整えております。取締役は、経営方針他重要な業務執行等が法令・定款

等諸規程に則っているかを監督しており、監査役会は会社業務全般にわたり、取締役会の業務執行が適法である

かの監査をしております。またコンプライアンス規程を制定・施行し、取締役ならびに従業員が法令・定款等を

遵守する事の徹底を図るための体制を整えております。　
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・リスク管理体制の整備の状況

・ 当社は、株主の皆様や取引先に対する企業価値向上を経営上の基本方針とし、その実現のため、内部統制システ

ムに伴いコンプライアンス規程を制定・施行し、取締役並びに従業員が法令・定款等を順守することの徹底を

図るとともに、リスク管理規程を制定し、リスク管理体制の強化にも取り組むなど、法令順守に努めております。

また、取締役会において定期的なリスク評価会議を開催し、当社グループのリスク項目の識別及び評価、並びに

リスク対応策の決定を行っております。

・ 業務管理統括本部内にコンプライアンス事務局を設置し、内部統制システムの構築・維持・向上を推進すると

ともにコンプライアンス体制の整備、強化を図るものとしております。

・ 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に対する体制

　取締役の意思決定または取締役に対する報告等、取締役の職務の執行に係る情報については、情報管理規程の

ほか、文書の作成、保存及び破棄に関する文書管理規程に基づき、適切な保存・管理を行います。

・　損失の危機に関する規定その他の体制

　コンプライアンス、環境、災害、品質、情報セキュリティに係るリスクについては、それぞれの担当部署にて、規

則・ガイドラインの制定、研修の実施、マニュアルの作成・配布等を行うものとし、組織横断的リスク状況の監

視及び全社的な対応は業務管理統括本部が行うものとしております。但し、新たに生じたリスクについては、取

締役会において、速やかに対応責任者となるべく取締役を定めております。

・ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

a 　取締役会については、取締役会規程に基づき、その適切な運営を確保するため、月１回の定例開催を原則とし、

その他必要に応じ随時開催する等、取締役間の意思疎通を図るとともに、相互に職務執行を監督する体制を引続

き維持強化いたします。

b 　当社の経営戦略等の重要事項の意思決定のプロセスは、十分な議論を重ね、その審議を経て執行決定を行うも

のといたします。

c 　取締役会は、取締役・使用人が共有する全社的な目標を定め、業務担当取締役は、その目標達成のために各部門

の具体的目標及び会社の権限分配、意見決定ルールに基づく権限分配を含めた効率的な達成の方法を定め、ＩＴ

を活用して取締役会が定期的に進捗状況をレビューし、改善を促すことを内容とする全社的な業務の効率化を

実現するシステムを構築いたします。 

・ 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

a 　当社が定めるコンプライアンス規程は、当社グループ共通の行動指針であり、これを基本としてグループ各社

で諸規程を定めるものといたします。

b 　当社グループの経営管理については、セグメント別の事業に関して責任を負う取締役を任命し、法令順守体制、

リスク管理体制を構築する権限と責任を与えており、業務管理統括本部はこれらを横断的に推進し、管理するも

のといたします。 

・ 監査役がその職務を補助すべき使用人をおくことを求めた場合における当該使用人に関する事項及び当該使用

人と取締役からの独立性に関する事項

a　 監査役を補助すべき使用人については、必要に応じ内部監査室がこれを補う体制とし、そのために必要な人員

を配置するものといたします。

b　 監査役を補助する使用人の任命、解任、人事異動、人事評価、懲戒等に関しては、監査役会の同意を得た上で決定

するものといたします。

・ 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制、その他の監査役への報告に関する体制

　取締役及び使用人は、監査役会に対して、法定の事項に加え、当会社に重大な影響を及ぼす事項、内部監査の実

施状況などの内容を速やかに報告する体制を整備するものといたします。報告の方法については、取締役会と監

査役会との協議により決定する方法といたします。

・ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

a 　監査役監査規程及び監査役会規程を定め、監査役の監査が適正かつ円滑に行われるための環境を整備するよう

努めております。

b 　取締役との意思疎通を図る体制を整備するとともに、会計監査人及び内部監査室とも連携し、相互に補完ある

いは牽制する関係を構築するものといたします。

・ 反社会的勢力への対処

　当社グループは、「社会秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力、団体に対しては、毅然とした態度で対処し、

あらゆる関係を持たない。」ことをグループ行動指針として定めることでグループ各社並びに役職員に対する

周知徹底を図っており、行政等とも連携を取りながら、代表取締役等の経営トップ以下グループ組織全体とし

て、反社会的勢力・団体に対して、毅然とした態度で対処することに努めております。
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② 内部監査及び監査役監査の状況

　内部監査につきましては、社長直轄の内部監査室の担当者（１名）により、年間監査計画に基づいて内部監査

を実施しており、内部監査規程による監査項目に添って、監査対象となる各部門毎において、組織及び制度監査、

業務監査、会計監査（期末にあたっては期末決算監査を実施）を実施し、業務執行の妥当性、効率性等を幅広く

検証し、経営に対する適切な助言を行い、業務の円滑、適正な運営の維持に努めております。また、監査役監査に

つきましては、常勤監査役（１名）が中心となり、定例監査役会（社外監査役３名）を四半期毎に開催するほ

か、内部監査室及び会計監査人との連携を緊密にし、必要に応じた緊急監査役会の開催、また取締役会をはじめ

重要な会議に出席し、取締役の職務執行状況を充分に監視、監査する体制となっております。また、監査役は会計

監査人が適切な監査が実施できるよう、適宜、会計監査人と監査の状況について情報を共有し、かつ実効性があ

がるように努めております。

③ 会計監査の状況 

　当社の会計監査人はアスカ監査法人であります。会計監査業務を執行した公認会計士は、田中大丸氏、若尾典邦

氏であり、当社グループ会計監査に係る補助者は、公認会計士１名、その他６名であります。　

④ 社外取締役及び社外監査役　

　当社は、経営の監視を客観的に行うため、社外の弁護士１名を含む、独立役員たる社外監査役３名を選任してい

ます。独立性の高い社外監査役を複数名選任することにより、社外見識を取り入れた業務執行監視及び監査役監

査を実施しており、経営監視機能面で十分に機能しているため、現状の体制により適正なガバナンスが行われて

いるものと判断し、採用しております。

　社外監査役である横山泰彦は株式会社ジャックの出身であり、子会社である株式会社エスコム及び持分法適用

関連会社である株式会社モール・オブ・ティーヴィーの監査役を兼任しております。当社と株式会社ジャック

は取引関係にありますが、横山氏の同社への所属が８年前のもので所属期間も１年３ヶ月と短くなっておりま

す。よって横山氏の独立した立場からの監査・監督という役割及び機能は十分に確保されていると考えており

ます。

　社外監査役である美濃部健司は株式会社明通の出身であり、子会社である株式会社エスコム、株式会社インス

トラクティービー及び株式会社ウエルネス並びに持分法適用関連会社である株式会社モール・オブ・ティー

ヴィーの監査役を兼任しております。当社と株式会社明通は取引関係にありますが、取引額は売上高の２％未満

にあたる僅少な取引です。よって美濃部氏の独立した立場からの監査・監督という役割及び機能は十分に確保

されていると考えております。

　社外監査役である関口博は、関口博法律事務所の代表を努めており、子会社である株式会社エスコム及び持分

法適用関連会社である株式会社モール・オブ・ティーヴィーの監査役を兼任しております。当社と関口博法律

事務所との間に特別な関係はないため、独立した立場からの監査・監督という役割及び機能は十分に確保され

ていると考えております。

　いずれの社外監査役も当社の取締役、その他の監査役と家族関係その他の人的関係を有さず、また、当社への就

任に関して、資本的関係又は取引関係その他の利害関係を取り決めたことはありません。

　当社は社外取締役及び社外監査役の独立性に関する基準又は方針を定めておりませんが、会社法の社外取締役

および社外監査役の要件に加え、各証券取引所が定めている独立役員届出書の記載要件を参考として社外役員

を選任しております。また社外監査役３名について、一般株主と利益相反が生じる恐れがないと判断し、株式会

社大阪証券取引所が定める独立役員として同取引所に届け出ています。

　当社は社外取締役を選任しておりません。当社は、経営の意思決定機能と、執行役員による業務執行を管理監督

する機能を持つ取締役会に対し、監査役全員を社外監査役とすることで、経営への監視機能を強化しています。

コーポレート・ガバナンスにおいて、外部からの経営監視面で十分に機能する体制が整っているため、現状の体

制としております。　
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⑤ 役員報酬等

イ．役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数　

役員区分
報酬等の総額

（千円）

報酬等の種類別の総額　（千円）　 対象となる

役員の員数

（人）
基本報酬

ストック

オプション
賞与 退職慰労金

取締役

（社外取締役を除く。）
22,200　 22,200　 －　 －　 －　 3　

監査役

（社外監査役を除く。）
－　 －　 －　 －　 －　 －　

社外役員 1,320　 1,320　 －　 －　 －　 3　

ロ．報酬等の総額が１億円以上である者の報酬等の総額等

　　　該当事項はありません。

ハ．使用人兼務役員の使用人分給与のうち重要なもの

　　　該当事項はありません。

ニ．役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法

　　　当社は役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針は定めておりません。　

⑥ その他

イ．取締役の定数

　　　当社の取締役は５名以内とする旨を定款に定めております。

ロ．取締役の選任及び解任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する

株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨及びその選任決議は累積投票によらないとする旨を定款

に定めております。 また、解任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の過半数を有す

る株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めております。 

ハ．取締役会で決議することができる株主総会決議事項　

　当社は、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能とすることを目的として、会社法第454

条第５項の規定による剰余金の配当（中間配当）及び会社法第165条２項の規定による市場取引等による自

己株式の取得を取締役会の決議により行うことができる旨を定款に定めております。　

ニ．株主総会の特別決議要件　

　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる

株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定

めております。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を

行うことを目的とするものであります。

⑦ 株式の保有状況

　該当事項はありません。　
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（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分
前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく
報酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく
報酬（百万円）

提出会社 13 － 13 －

連結子会社 － － － －

計 13 － 13 －

 

②【その他重要な報酬の内容】

　(前連結会計年度）

   該当事項はありません。

　(当連結会計年度）

   該当事項はありません。

　

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

　(前連結会計年度）

   該当事項はありません。

　(当連結会計年度）

   該当事項はありません。

 

④【監査報酬の決定方針】

　該当事項はありません。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

（1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）

に基づいて作成しております。

　

（2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）に基づ

いて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（平成23年４月１日から平成24年３月

31日まで）の連結財務諸表及び事業年度（平成23年４月１日から平成24年３月31日まで）の財務諸表について、ア

スカ監査法人により監査を受けております。

　

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

　当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みとして、会計基準等の内容を適切に把握できる体

制を整備するため、公益財団法人財務会計基準機構に加入しております。
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１【連結財務諸表等】
（１）【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 167,117 170,369

受取手形及び売掛金 57,537 74,743

有価証券 19,992 19,994

たな卸資産 ※1
 2,875

※1
 2,569

前払費用 1,982 2,656

未収還付法人税等 4,933 －

繰延税金資産 1,351 2,012

その他 3,167 2,128

貸倒引当金 △623 △829

流動資産合計 258,335 273,645

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 18,982 18,982

減価償却累計額 △16,178 △16,865

建物及び構築物（純額） 2,804 2,116

工具、器具及び備品 11,279 11,279

減価償却累計額 △9,652 △10,444

工具、器具及び備品（純額） 1,626 834

土地 ※3
 30,000

※3
 30,000

有形固定資産合計 34,430 32,951

無形固定資産

のれん 1,702 945

その他 2,734 1,904

無形固定資産合計 4,436 2,850

投資その他の資産

関係会社株式 ※2
 122,380

※2
 134,490

破産更生債権等 14,452 －

長期貸付金 － 3,252

差入保証金 8,414 7,572

繰延税金資産 2,952 －

その他 1,499 1,306

貸倒引当金 △14,452 －

投資その他の資産合計 135,246 146,622

固定資産合計 174,114 182,424

資産合計 432,449 456,069
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 111,096 ※4
 148,932

1年内返済予定の長期借入金 ※3
 10,392

※3
 10,392

未払金 6,759 6,673

未払費用 6,671 6,429

未払法人税等 4,306 4,497

賞与引当金 1,860 1,980

その他 4,218 3,015

流動負債合計 145,305 181,919

固定負債

長期借入金 ※3
 43,861

※3
 33,469

預り保証金 5,271 3,790

その他 1,124 1,124

固定負債合計 50,256 38,383

負債合計 195,562 220,303

純資産の部

株主資本

資本金 875,196 875,196

資本剰余金 436,864 436,864

利益剰余金 △1,155,263 △1,155,515

自己株式 △90 △92

株主資本合計 156,706 156,451

その他の包括利益累計額

為替換算調整勘定 △314 △235

その他の包括利益累計額合計 △314 △235

新株予約権 77,119 77,119

少数株主持分 3,375 2,430

純資産合計 236,887 235,766

負債純資産合計 432,449 456,069
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】
【連結損益計算書】

(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

売上高 806,503 808,588

売上原価 ※1
 619,419

※1
 618,742

売上総利益 187,084 189,846

販売費及び一般管理費 ※2
 233,294

※2
 205,213

営業損失（△） △46,210 △15,367

営業外収益

受取利息 101 281

受取配当金 3 4

為替差益 156 －

持分法による投資利益 16,476 12,110

貸倒引当金戻入額 － 382

消費税等調整額 － 681

雑収入 468 1,057

営業外収益合計 17,205 14,516

営業外費用

支払利息 1,494 1,179

貸倒引当金繰入額 － 232

為替差損 － 87

雑損失 0 －

営業外費用合計 1,494 1,500

経常損失（△） △30,499 △2,351

特別利益

賞与引当金戻入額 1,030 －

保険差益 － 6,452

償却債権取立益 19 －

新株予約権戻入益 66,385 －

特別利益合計 67,434 6,452

特別損失

前期損益修正損 ※3
 197 －

固定資産売却損 ※4
 42 －

特別損失合計 240 －

税金等調整前当期純利益 36,695 4,100

法人税、住民税及び事業税 3,384 3,044

法人税等還付税額 △800 －

法人税等調整額 1,662 2,291

法人税等合計 4,246 5,335

少数株主損益調整前当期純利益又は少数株主損益調
整前当期純損失（△）

32,448 △1,234

少数株主利益又は少数株主損失（△） 777 △983

当期純利益又は当期純損失（△） 31,671 △251
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【連結包括利益計算書】
（単位：千円）

前連結会計年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

少数株主損益調整前当期純利益又は少数株主損益調
整前当期純損失（△）

32,448 △1,234

その他の包括利益

為替換算調整勘定 △547 116

その他の包括利益合計 △547 ※
 116

包括利益 31,901 △1,118

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 31,288 △172

少数株主に係る包括利益 613 △945
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 875,196 875,196

当期末残高 875,196 875,196

資本剰余金

当期首残高 436,864 436,864

当期末残高 436,864 436,864

利益剰余金

当期首残高 △1,186,935 △1,155,263

当期変動額

当期純利益又は当期純損失（△） 31,671 △251

当期変動額合計 31,671 △251

当期末残高 △1,155,263 △1,155,515

自己株式

当期首残高 △68 △90

当期変動額

自己株式の取得 △21 △2

当期変動額合計 △21 △2

当期末残高 △90 △92

株主資本合計

当期首残高 125,056 156,706

当期変動額

当期純利益又は当期純損失（△） 31,671 △251

自己株式の取得 △21 △2

当期変動額合計 31,650 △254

当期末残高 156,706 156,451

その他の包括利益累計額

為替換算調整勘定

当期首残高 69 △314

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△383 78

当期変動額合計 △383 78

当期末残高 △314 △235

新株予約権

当期首残高 143,504 77,119

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △66,385 －

当期変動額合計 △66,385 －

当期末残高 77,119 77,119
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(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

少数株主持分

当期首残高 2,762 3,375

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 613 △945

当期変動額合計 613 △945

当期末残高 3,375 2,430

純資産合計

当期首残高 271,392 236,887

当期変動額

当期純利益又は当期純損失（△） 31,671 △251

自己株式の取得 △21 △2

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △66,155 △867

当期変動額合計 △34,505 △1,120

当期末残高 236,887 235,766
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 36,695 4,100

減価償却費 2,633 2,303

のれん償却額 756 756

貸倒引当金の増減額（△は減少） 14,455 △14,247

賞与引当金の増減額（△は減少） △720 120

受取利息及び受取配当金 △104 △285

支払利息 1,494 1,179

前期損益修正損又は修正益（△） 197 －

固定資産除売却損益（△は益） 42 －

新株予約権戻入益 △66,385 －

保険差益 － △6,452

持分法による投資損益（△は益） △16,476 △12,110

売上債権の増減額（△は増加） △10,943 △17,205

破産更生債権等の増減額（△は増加） △14,452 14,452

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,501 306

仕入債務の増減額（△は減少） 8,833 37,835

未払消費税等の増減額（△は減少） △682 △760

未収消費税等の増減額（△は増加） △1,164 442

その他 △2,538 2,959

小計 △46,856 13,396

利息及び配当金の受取額 104 283

利息の支払額 △1,498 △1,184

法人税等の支払額 △14,032 △3,019

保険金の受取額 － 6,452

営業活動によるキャッシュ・フロー △62,282 15,927

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △19,992 －

有形固定資産の取得による支出 △586 －

有形固定資産の売却による収入 1,000 －

無形固定資産の取得による支出 △1,441 －

投資有価証券の取得による支出 △104 －

敷金及び保証金の差入による支出 △1,119 －

貸付けによる支出 － △4,689

貸付金の回収による収入 － 1,436

敷金及び保証金の回収による収入 2,111 829

出資金の回収による収入 10 －

その他 △125 △12

投資活動によるキャッシュ・フロー △20,247 △2,436

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △10,392 △10,392

財務活動によるキャッシュ・フロー △10,392 △10,392

現金及び現金同等物に係る換算差額 △139 152

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △93,061 3,251

現金及び現金同等物の期首残高 260,179 167,117

現金及び現金同等物の期末残高 ※
 167,117

※
 170,369
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【継続企業の前提に関する事項】

　当社グループは、前連結会計年度において営業損失及びマイナスの営業キャッシュ・フローを計上しておりましたが、

当連結会計年度においても、営業キャッシュ・フローは改善傾向にあるものの、営業損失を15,367千円計上しておりま

す。これにより、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しております。

　当社はこのような状況を解消すべく、平成24年度の事業計画を策定し、収益体質を改善することにより、営業損失を解消

する対応策を講じて参ります。具体的には、広告代理事業においてはインターネット上のショッピングサイトに対する更

なる顧客誘引のため内容拡充に努め、理美容事業においては、ＯＥＭ商品の推進やエステサロンを中心とした新規販売先

の獲得に注力いたします。

　財務面では自己資本比率が34.3％となり、前連結会計年度に引続き財務内容を改善していく必要性について認識してお

ります。当社が財務体質を改善していく方策としては当社グループの主要事業（理美容事業、広告代理事業、衛星放送事

業）の営業利益の増益を重視しており、事業計画を達成できるよう慎重且つ大胆に各事業の収益体質の改善に注力して

参ります。

　しかしながら、欧州債務問題に代表される世界的な不況の発生リスクは払拭されておらず、更に国内でのデフレ傾向が

強まるなど経済状況によっては販売計画が影響を受ける可能性があります。また理美容事業について、他業種からの新規

参入による更なる競争の激化が予想され、サービス品質向上への対応がコスト上昇を招き、収益を圧迫する可能性等も考

慮し、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められると判断しております。　

　なお、連結財務諸表は、継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響を連結財務諸表には反

映しておりません。

　

【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

１．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数　５社

 連結子会社の名称

㈱エスコム

 　　㈱インストラクティービー

 　　Escom China Limited

　　 達楽美爾（上海）商貿有限公司

 　　㈱ウエルネス

 (2) 主要な非連結子会社の名称等

　　―――――

　

２．持分法の適用に関する事項

　持分法適用の関連会社数　１社

　持分法適用関連会社の名称

　㈱モール・オブ・ティーヴィー

　

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　　在外子会社の決算日は、12月31日であります。

　連結財務諸表の作成に当たっては、連結子会社の決算日における財務諸表を基礎としております。

　なお、連結決算日との間に生じた重要な取引については、必要な調整を行っております。

　

４．会計処理基準に関する事項

（1）重要な資産の評価基準及び評価方法

　①　有価証券

　（イ）満期保有目的の債券

　　　　償却原価法（定額法）によっております。　

　（ロ）その他有価証券

　時価のないもの

　　移動平均法による原価法によっております。

　②　たな卸資産

　　　移動平均法による原価法（連結貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）によってお

ります。
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（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

　　①　有形固定資産

　　　　当社及び国内連結子会社は定率法を、また、在外連結子会社は当該国の会計基準の規定に基づく定額法を採用してお

ります。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　　　　７～50年

工具、器具及び備品　　　　４～15年

　　②　無形固定資産

　　　　当社及び連結子会社は定額法を採用しております。

　　　　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

　（3）重要な引当金の計上基準

　　①　貸倒引当金

  　　　売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率または合理的に算定した貸倒見積高により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

　　②　賞与引当金 

　　　　従業員の賞与支払いに充てるため、当連結会計年度に負担すべき支給見込額を計上しております。

　（4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

　　　 外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

       なお、在外子会社等の資産及び負債は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場

により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び少数株主持分に含めて計上しておりま

す。

　（5）のれんの償却方法及び償却期間

　　　のれんの償却については、５年間の定額法により償却を行っております。

　（6）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　　　 手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

  （7）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

     消費税等の処理方法

　   消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっています。

　

【会計方針の変更】

（１株当たり当期純利益に関する会計基準等の適用）

  当連結会計年度より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号  平成22年６月30日）、

「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号  平成22年６月30日公表分）

及び「１株当たり当期純利益に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第９号  平成22年６月30日）を適用しており

ます。

  当連結会計年度において株式併合を行いましたが、前連結会計年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株

当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額を算定しております。

  なお、１株当たり情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。

　

　　

【追加情報】

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

　当連結会計年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂正に関す

る会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。
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【注記事項】

（連結貸借対照表関係）

　※１　たな卸資産の内訳は、次のとおりであります。

　
前連結会計年度

(平成23年３月31日）

当連結会計年度

(平成24年３月31日）

　商品 2,875千円 2,569千円

　

　※２　非連結子会社及び関連会社に対するものは次のとおりであります。　

　
前連結会計年度

(平成23年３月31日）

当連結会計年度

(平成24年３月31日）

　関連会社株式 122,380千円 134,490千円

　

　※３　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は、次のとおりであります。

　
前連結会計年度

（平成23年３月31日）　

当連結会計年度

（平成24年３月31日）　

　土地 8,000千円 8,000千円

　

担保付債務は、次のとおりであります。

　
前連結会計年度

（平成23年３月31日）　

当連結会計年度

（平成24年３月31日）　

　１年内返済予定の長期借入金 4,140千円 4,140千円

　長期借入金　 8,970 4,830

　計 13,110 8,970

　

　※４　連結会計年度末日満期手形

連結会計年度末日満期手形の会計処理については、手形交換日を持って決済処理をしております。なお、当連結会

計年度末日が金融機関の休日であったため、次の連結会計年度末日満期手形が連結会計年度末残高に含まれてお

ります。

　
前連結会計年度

（平成23年３月31日）　

当連結会計年度

（平成24年３月31日）　

　支払手形 －千円 16,578千円
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（連結損益計算書関係）

　※１　たな卸資産の帳簿価額の切下げ額　

　期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含まれてお

ります。

前連結会計年度

（自　平成22年４月１日

　至　平成23年３月31日）

　当連結会計年度

（自　平成23年４月１日

　至　平成24年３月31日）

324千円 170千円

　

　※２　販売費及び一般管理費のうち主要な項目及び金額

　

前連結会計年度

（自　平成22年４月１日

　　至　平成23年３月31日）

当連結会計年度

（自　平成23年４月１日

　　至　平成24年３月31日）

　役員報酬　 26,887千円 23,520千円

　賃借料 14,551 12,409

　給与・賞与 70,804 64,968

　顧問報酬　 19,377 20,587

　賞与引当金繰入額 1,860 1,773

　貸倒引当金繰入額 14,601 210

　

　※３　前期損益修正損の内訳

前連結会計年度

（自　平成22年４月１日

　至　平成23年３月31日）

当連結会計年度

（自　平成23年４月１日

　至　平成24年３月31日）

　過年度資産計上額修正　　　　　　　　　　197千円 ―

　

　※４　固定資産売却損　

前連結会計年度

（自　平成22年４月１日

　至　平成23年３月31日）

当連結会計年度

（自　平成23年４月１日

　至　平成24年３月31日）

土地　　　　　　　　　　　　　　　　　　 42千円 ―

　

（連結包括利益計算書関係）

当連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

※　その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額　

　為替換算調整勘定: 　

　当期発生額 　　　116千円

　その他の包括利益合計 　116

　

EDINET提出書類

ジェイ・エスコムホールディングス株式会社(E05543)

有価証券報告書

45/83



（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度
期首株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 61,198,906 － － 61,198,906

合計 61,198,906 － － 61,198,906

自己株式     

普通株式（注） 1,407 1,650 － 3,057

合計 1,407 1,650 － 3,057

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加1,650株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

　

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約
権の目的
となる株
式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当連結会計
年度末残高
（千円）

当連結会計
年度期首

当連結会
計年度増加

当連結会
計年度減少

当連結会計
年度末

提出会社

(親会社)

第５回新株予約権(注1,2） 普通株式 4,431,000－ 3,563,000868,00011,294

第６回新株予約権(注3） 普通株式 5,000,000－ － 5,000,00065,824

合計 － 9,431,000－ 3,563,0005,868,00077,119

 （注）１．第５回新株予約権の当連結会計年度の減少は、新株予約権の消却によるものです。 

２．第５回新株予約権868,000株のうち、ストックオプションによる新株予約権は604,000株です。

３．第６回新株予約権5,000,000株のうち、ストック・オプションによる新株予約権は3,783,000株です。

　

当連結会計年度（自平成23年４月１日　至平成24年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度
期首株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式（注）１ 61,198,906 － 55,079,0166,119,890

合計 61,198,906 － 55,079,0166,119,890

自己株式     

普通株式（注）１．２　 3,057 120 2,860 317

合計 3,057 120 2,860 317

（注）１.普通株式の発行済株式総数の減少55,079,016株及び自己株式の減少2,860株は、平成23年７月25日に10株を１株

とする株式併合が効力を生じたことによる減少です。

２.自己株式の株式数の増加120株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。
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２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当連結会計
年度末残高
（千円）

当連結会計
年度期首

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

提出会社

(親会社)

 第５回新株予約権(注1、3） 普通株式 868,000 － 781,50086,50011,294

第６回新株予約権(注2、4） 普通株式 5,000,000－ 4,500,000500,00065,824

合計 － 5,868,000－ 5,281,500586,50077,119

（注）１.第５回新株予約権の当連結会計年度の減少781,500株のうち、3,000株は新株予約権の消却による減少であり、

778,500株は平成23年７月25日に株式併合の効力が生じたことによる減少です。 

２.第６回新株予約権の当連結会計年度の減少4,500,000株は平成23年７月25日に株式併合の効力が生じたことに

よる減少です。

３.第５回新株予約権86,500株のうち、ストック・オプションによる新株予約権は60,400株です。

４.第６回新株予約権500,000株のうち、ストック・オプションによる新株予約権は378,300株です。

　

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　※　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　

前連結会計年度

（自　平成22年４月１日

　　至　平成23年３月31日）

当連結会計年度

（自　平成23年４月１日

　　至　平成24年３月31日）

　現金及び預金勘定 　167,117千円 　170,369千円

　現金及び現金同等物 167,117 170,369
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（リース取引関係）

１.ファイナンス・リース取引（借主側）

 所有権移転外ファイナンス・リース取引

　該当事項はありません。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、その内容は次のとおりであります。

(1)　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、及び期末残高相当額

（単位：千円）

   
 前連結会計年度（平成23年３月31日）

取得価額相当額 減価償却累計額相当額  期末残高相当額

工具、器具及び備品 2,642　 2,611 31

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

   
 当連結会計年度（平成24年３月31日）

取得価額相当額 減価償却累計額相当額  期末残高相当額

工具、器具及び備品 －　 － －

　

(2)　未経過リース料期末残高相当額等

（単位：千円）

　
前連結会計年度

（平成23年３月31日）

当連結会計年度

（平成24年３月31日）

　１年内 　36 －

　１年超 　－ 　－

　合計 　36 　－

　　

(3)　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

（単位：千円）

　

前連結会計年度

（自　平成22年４月１日

  　至　平成23年３月31日）

当連結会計年度

（自　平成23年４月１日

  　至　平成24年３月31日）

　支払リース料 　444 　36

　減価償却費相当額 　377 　31

　支払利息相当額 　12 　0

　　

(4)　減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

　

（減損損失について）

　リース資産に配分された減損損失はありません。
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（金融商品関係）

１.金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、資金運用については短期的な流動性の高い預金等に限定し、必要な資金は銀行等金融機関からの

借入により資金を調達しています。受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿って、リスク

低減を図っています。

　また、支払手形及び買掛金についてはそのほとんどが２ヶ月以内の支払期日です。

２.金融商品の時価等に関する事項

　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。なお、時価を把握することが極めて困

難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。

　

　　前連結会計年度（平成23年３月31日）

　
連結貸借対照表

計上額（千円）　
時価（千円）　 差額（千円）　

（1）現金及び預金　 167,117　 167,117　 －　

（2）受取手形及び売掛金　 57,537　 57,537　 －　

（3）有価証券及び投資有価証券　

満期保有目的の債券　

　

19,992　

　

19,992　

　

－　

（4）未収還付法人税等　 4,933　 4,933　 －　

（5）破産更生債権等　

貸倒引当金（※）　

14,452　

△14,452　

　

　

　

　

－ － －

（6）差入保証金　 8,414　 6,741　 △1,672　

資産計　 257,995　 256,322　 △1,672　

（1）支払手形及び買掛金　 111,096　 111,096　 －　

（2）未払金　 6,759　 6,759　 －　

（3）未払法人税等　 4,306　 4,306　 －　

（4）長期借入金

(１年以内に返済予定のものを含む)　
54,253　 54,192　 △60　

負債計　 176,416　 176,356　 △60　

　　　（※）破産更生債権等に個別に計上している貸倒引当金を控除しています。
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　　当連結会計年度（平成24年３月31日）

　
連結貸借対照表

計上額（千円）
時価（千円）　 差額（千円）　 　

（1）現金及び預金　 170,369　 170,369　 －　 　

（2）受取手形及び売掛金　 74,743　 74,743　 －　 　

（3）有価証券及び投資有価証券

　　 満期保有目的の債券　

　

19,994　

　

19,994　

　

－　

　

　

（4）差入保証金　 7,572　 5,900　 △1,671　 　

資産計　 272,679　 271,007　 △1,671　 　

（1）支払手形及び買掛金　 148,932　 148,932　 －　 　

（2）未払金　 6,673　 6,673　 －　 　

（3）未払法人税等　 4,497　 4,497　 －　 　

（4）長期借入金

(１年以内に返済予定のものを含む)　
43,861　 43,807　 △53　 　

負債計　 203,964　 203,910　 △53　 　

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

＜資産＞

（1）現金及び預金、（2）受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。

（3）有価証券及び投資有価証券

　有価証券及び投資有価証券について、債券は短期間で満期となるものであるため、時価は帳簿価額と近似して

いることから、当該帳簿価額によっています。　

（4）差入保証金

　差入保証金については、将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標に信用スプレッドを上乗せした

利率で割り引いた現在価値によっています。　

＜負債＞

（1）支払手形及び買掛金、（2）未払金、（3）未払法人税等

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。

（4）長期借入金（１年以内に返済予定のものを含む）

　長期借入金の時価については、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引い

て算定する方法によっています。

　

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品  　　　　　　　　（単位:千円）

区分　
前連結会計年度

（平成23年３月31日）　

当連結会計年度

（平成24年３月31日）　

関係会社株式　 122,380　 134,490　

　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「(3)有価証

券及び投資有価証券」には含めておりません。
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３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

　 前連結会計年度（平成23年３月31日）

　
１年以内

（千円）　

１年超

５年以内

（千円）　

５年超

10年以内

（千円）　

10年超

（千円）　

現金及び預金　 167,117　 －　 －　 －　

受取手形及び売掛金　 57,537　 －　 －　 －　

有価証券及び投資有価証券　     

　満期保有目的の債券　 19,992　 －　 －　 －　

未収還付法人税等　 4,933　 －　 －　 －　

合計　 249,581　 －　 －　 －　

　

　 当連結会計年度（平成24年３月31日）　

　
１年以内

（千円）　

１年超

５年以内

（千円）　

５年超

10年以内

（千円）　

10年超

（千円）　

現金及び預金　 170,369　 －　 －　 －　

受取手形及び売掛金　 74,743　 －　 －　 －　

有価証券及び投資有価証券　     

　満期保有目的の債券　 19,994　 －　 －　 －　

合計　 265,106　 －　 －　 －　

　

４．長期借入金の連結決算日後の返済予定額　

前連結会計年度（平成23年３月31日）　　　　　　　　　　　　　　　　 　（単位：千円）

　 １年以内
１年超

２年以内

２年超

３年以内　

３年超

４年以内　

４年超

５年以内　
５年超　

　長期借入金 10,392　 10,392　 10,392　 6,942　 6,252　 9,883　

　

当連結会計年度（平成24年３月31日）　　　　　　　　　　　　　　　　 　（単位：千円）

　 １年以内
１年超

２年以内

２年超

３年以内　

３年超

４年以内　

４年超

５年以内　
５年超　

　長期借入金 10,392　 10,392　 6,942　 6,252　 6,252　 3,631　
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（有価証券関係）

１.満期保有目的の債券

前連結会計年度（平成23年３月31日）

 種類
連結貸借対照表
計上額（千円）

時価（千円） 差額（千円）

時価が連結貸借対照表
計上額を超えるもの

(1）国債・地方債等 － － －

(2）社債 － － －

(3）その他 － － －

小計 － － －

時価が連結貸借対照表
計上額を超えないもの

(1）国債・地方債等  － －  －

(2）社債  －  －  －

(3）その他 19,992 19,992 －

小計 19,992 19,992 －

合計 19,992 19,992 －

 

当連結会計年度（平成24年３月31日）

 種類
連結貸借対照表
計上額（千円）

時価（千円） 差額（千円）

時価が連結貸借対照表
計上額を超えるもの

(1）国債・地方債等 － － －

(2）社債 － － －

(3）その他 － － －

小計 － － －

時価が連結貸借対照表
計上額を超えないもの

(1）国債・地方債等  － －  －

(2）社債  －  －  －

(3）その他 19,994 19,994 －

小計 19,994 19,994 －

合計 19,994 19,994 －

 

（デリバティブ取引関係）

　当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。

　

（退職給付会計関係）

 該当事項はありません。
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（ストック・オプション等関係）

１．権利不行使による失効により利益として計上した金額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　前連結会計年度

（自　平成22年４月１日

　　至　平成23年３月31日）　

　当連結会計年度

（自　平成23年４月１日

　　至　平成24年３月31日）　

　新株予約権戻入益 66,385千円　 －千円　

　

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

 
第５回

ストック・オプション
第６回

ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数 当社役員・従業員　９名 当社役員　　　　　３名

株式の種類別のストック・オプ

ション数（注）　
普通株式476,900株 普通株式500,000株

付与日 平成19年２月22日 平成19年７月20日

権利確定条件 （注１、２） （注２）

対象勤務期間
自 平成19年２月22日

至 平成20年２月29日

自 平成19年７月20日

至 平成21年７月20日

権利行使期間
自 平成20年３月１日

至 平成27年２月28日

自 平成21年７月21日

至 平成29年７月20日

 （注）１．新株予約権者が新株予約権の行使時においても、付与された時点と同様の当社役員又は従業員の地位にあ

ることを要する。

 　　　２．新株予約権者の相続人が行使することができる。

３．株式数に換算して記載しております。なお、平成23年７月25日付株式併合（10株につき１株の割合）によ

る併合後の株式数に換算して記載しております。
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　　　　(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当連結会計年度（平成24年３月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプ

ションの数については、株式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

 
第５回

ストック・オプション
第６回

ストック・オプション

権利確定前（株）         

前連結会計年度末 － －

付与 － －

失効 － －

権利確定 － －

未確定残 － －

権利確定後（株） 　 　

前連結会計年度末 60,400 378,300

権利確定 － －

権利行使 － －

未行使残 60,400 378,300

（注）平成23年７月25日付株式併合（10株につき１株の割合）による併合後の株式数に換算して

　　　記載しております。

　

②　単価情報

 
第５回

ストック・オプション
第６回

ストック・オプション

権利行使価格（円） 430 310

行使時平均株価（円） － －

付与日における公正な評価単価（円） 187.0 174.0

（注）平成23年７月25日付株式併合（10株につき１株の割合）による併合後の価額に換算して

　　　記載しております。
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（税効果会計関係）

　１.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 　　

　　　　

　

繰延税金資産

 前連結会計年度

（平成23年３月31日）

　

 当連結会計年度

（平成24年３月31日）

　

税務上の繰越欠損金

貸倒償却自己否認

土地評価損否認

会員権評価損否認

商品評価損否認

投資有価証券評価損否認

その他

繰延税金資産小計

評価性引当額

繰延税金資産合計

1,091,369千円

413,606 

164,989 

30,194 

613 

1,298 

9,376 

1,711,448 

△1,707,144 

4,304 

738,545千円

383,253 

152,953 

27,988 

630 

1,203 

5,663 

1,310,236 

△1,308,224 

2,012 

　（注）前連結会計年度及び当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含

まれております。

　
前連結会計年度

（平成23年３月31日）　
　

当連結会計年度

（平成24年３月31日）　

流動資産－繰延税金資産 　1,351千円 　 　2,012千円

固定資産－繰延税金資産 　2,952　 　－

　　

　２.法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳　

　

　

 

法定実効税率

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目

受取配当金等永久に益金に算入されない項目

住民税均等割

法人税等還付税額　

評価性引当額の増減

（繰越欠損金の期限切れを含む）　

持分法による投資利益

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正

その他

税効果会計適用後の法人税等の負担率

前連結会計年度

（平成23年３月31日）

　

40.7％

 

3.0

△2.7

8.8

△4.6

△7.5

　

△18.3

－

△7.8

11.6

当連結会計年度

（平成24年３月31日）

　

40.7％

 

3.9

－

78.3

－

△2,399.9

　

△120.2

2,518.0

9.3

130.1

　

　３.　法人税等の税率の変更等による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 

　「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」（平成23年法律第

114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法」（平

成23年法律第117号）が平成23年12月２日に公布され、平成24年４月１日以後に開始する連結会計年度から法人税率

の引下げ及び復興特別法人税の課税が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計

算に使用する法定実効税率は従来の40.7％から平成24年４月１日に開始する連結会計年度から平成26年４月１日に

開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異等については38.0％に、平成27年４月１日に開始する連結会計年

度以降に解消が見込まれる一時差異等については35.6％となります。

　この税率変更により、繰延税金資産の金額は150千円減少し、法人税等調整額が150千円増加しております。　
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（企業結合等関係）

該当事項はありません。

　

（資産除去債務関係）

　当社は、オフィスの不動産賃貸借契約に基づき、オフィスの退去時における原状回復に係る債務を有しています

が、当該債務に関連する賃借資産の使用期間が明確でなく、将来移転する予定もないことから、資産除去債務を合

理的に見積もることができません。そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上しておりません。

　

（賃貸等不動産関係）

当社及び一部の子会社では、京都府その他の地域において、遊休不動産を有しています。

なお、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は、次のとおりであります。　

（単位：千円）

　

　

前連結会計年度

（自　平成22年４月１日

　　至　平成23年３月31日）　

当連結会計年度　

（自　平成23年４月１日

　　至　平成24年３月31日）

　連結貸借対照表計上額　 　　

　 　期首残高 31,000　 30,000　

　 　期中増減額 △1,000　 －　

　 　期末残高 30,000　 30,000　

　期末時価 21,531　 19,660　

　 （注）１.連結貸借対照表計上額は、取得原価から減損損失累計額を控除した金額です。

  ２.当連結会計年度末の時価は、京都府の遊休不動産については、「不動産鑑定評価額」に基づいて算定し

     た金額（指標等を用いて調整を行ったもの）で、その他の遊休不動産については、主として「固定資産

     税評価額」に基づいて算定した金額（指標等を用いて調整を行ったもの）です。　
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

　当社の報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経

営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

　当社グループは、理美容商品の販売、衛星放送事業、教育コンサルティング、広告代理等の複数の業種にわたる事

業を営んでおり、業種別に区分された事業ごとに、当社の連結子会社が各々独立した経営単位として、事業に従事

する経営スタイルを採用しております。各々の連結子会社は主体的に、各事業ごとの包括的な事業戦略を立案し、

事業活動を展開しております。

　したがって、当社グループは、連結子会社を基礎とした業種別のセグメントから構成されており、「理美容事

業」、「衛星放送事業」、「教育コンサルティング事業」、「広告代理事業」の４つを報告セグメントとしており

ます。

　「理美容事業」は、理美容店及びエステ店に理美容商材を販売しております。「衛星放送事業」は、デジタル衛星

放送による中学生向け学習講座の放送を行っております。「教育コンサルティング事業」は、企業向けコンサル

ティングを行っております。「広告代理事業」は、各媒体における販促用映像等の制作を行っております。

　

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

　報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、連結財務諸表作成の方法と概ね同一であります。　

　負債については、負債に関する情報が最高経営意思決定機関に対して定期的に提供されてなく、使用されていな

いため記載を省略しております。　

　報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。　

　セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。

　

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

　前連結会計年度（自平成22年４月１日　至平成23年３月31日）　

（単位：千円）

　 　報告セグメント

その他

（注）　
合計　

　
理美容

事業　

衛星放送

事業　

教育コンサ

ルティング

事業　

広告代理

事業　
計　

売上高　 　 　 　 　 　 　 　

(1)外部顧客への売上高　 411,355　 237,512　 36,000　 120,212　 805,081　 1,422　 806,503　

(2)セグメント間の内部売上高

又は振替高　
－　 －　 －　 －　 －　 16,867　 16,867　

計　 411,355　 237,512　 36,000　 120,212　 805,081　 18,289　 823,370　

セグメント利益

(又はセグメント損失△)　
7,380　 7,003　 △11,412　 △42,145　 △39,173　 604　 △38,568　

セグメント資産 209,799　 22,113　 16,810　 52,867　 301,590　 76,624　 378,214　

その他の項目　 　 　 　 　 　 　 　

減価償却費　 1,277　 72　 164　 468　 1,982　 546　 2,529　

有形固定資産及び

無形固定資産の増加額　
106 586 133 444 1,271 8 1,280

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり海外商事事業及びファイナンス事業

等を含んでおります。
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当連結会計年度（自平成23年４月１日　至平成24年３月31日）　

（単位：千円）

　 　報告セグメント

その他

（注）　
合計　

　
理美容

事業　

衛星放送

事業　

教育コンサ

ルティング

事業　

広告代理

事業　
計　

売上高　 　 　 　 　 　 　 　

(1)外部顧客への売上高　 348,315　 223,795　 44,100　 191,073　 807,285　 1,303　 808,588　

(2)セグメント間の内部売上高

又は振替高　
－　 －　 －　 －　 －　 9,887　 9,887　

計　 348,315　 223,795　 44,100　 191,073　 807,285　 11,190　 818,476　

セグメント利益

(又はセグメント損失△)　
△4,445　 5,277　 22,058　 △39,144　 △16,254　 △7,583　 △23,837　

セグメント資産 208,564　 30,458　 15,894　 84,616　 339,533　 40,863　 380,397　

その他の項目　 　 　 　 　 　 　 　

減価償却費　 949　 142　 66　 462　 1,622　 489　 2,111　

有形固定資産及び

無形固定資産の増加額　
－ － － － － － －

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり海外商事事業及びファイナンス事業

等を含んでおります。

　

４．報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）

売上高  前連結会計年度 　当連結会計年度 

報告セグメント計 805,081 807,285
「その他」の区分の売上高 18,289 11,190
セグメント間取引消去 △16,867 △9,887
連結財務諸表の売上高 806,503 808,588

　

（単位：千円）

利益 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 △39,173 △16,254
「その他」の区分の利益 604 △7,583
セグメント間取引消去 83,836 95,314
全社費用（注） △91,478 △86,844
連結財務諸表の営業損失（△） △46,210 △15,367

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。
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（単位：千円）

資産  前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 301,590 339,533
「その他」の区分の資産 76,624 40,863
全社資産（注） 295,686 292,537
セグメント間の取引消去 △241,452 △216,864
連結財務諸表の資産合計 432,449 456,069
（注）全社資産は、主に報告セグメントに帰属しない管理部門に係る資産であります。

　

（単位：千円）

その他項目
報告セグメント計 その他 調整額 連結財務諸表計上額

前連結会計
年度

当連結会計
年度

前連結会計
年度

当連結会計
年度

前連結会計
年度

当連結会計
年度

前連結会計
年度

当連結会計
年度

減価償却費 1,982 1,622 546 489 103 191 2,633 2,303
有形固定資産及び無
形固定資産の増加額

1,271 － 8 － 747 － 2,027 －

（注）有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額は、本社備品及びソフトウェアの設備投資額であります。

　  

【関連情報】

Ⅰ　前連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。　

　

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

　

(2）有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を

省略しております。　

　

３．主要な顧客ごとの情報

　（単位：千円） 

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

スカパーＪＳＡＴ株式会社 115,844 衛星放送事業
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Ⅱ　当連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。　

　

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

　

(2）有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を省

略しております。　

　

３．主要な顧客ごとの情報

　（単位：千円） 

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

スカパーＪＳＡＴ株式会社 126,418 衛星放送事業

株式会社トライステージ 106,334 広告代理事業

　

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

該当事項はありません。　

　

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日）

（単位：千円）　

　 理美容事業
衛星放送
事業

教育コンサ
ルティング
事業

広告代理
事業

その他(注)
全社・消去

　
合計

当期償却額 756 － － － － ―　　 756
当期末残高 1,702 － － － － －　 1,702

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり海外商事事業及びファイナンス事業

等を含んでおります。　

　

当連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日）

（単位：千円）　

　 理美容事業
衛星放送
事業

教育コンサ
ルティング
事業

広告代理
事業

その他(注)
全社・消去

　
合計

当期償却額 756 － － － － ―　　 756
当期末残高 945 － － － － －　 945

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり海外商事事業及びファイナンス事業

等を含んでおります。　

　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。　
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【関連当事者情報】

関連当事者との取引

（1）連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引 

該当事項はありません。

 

（2）連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引 

　　連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

　　前連結会計年度（自平成22年４月１日　至平成23年３月31日）　

種類
会社等の
名称又は氏
名

所在地
資本金又は
出資金
（千円）

事業の
内容又
は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合 
（％） 

関連当事者と

の関係 
取引の内容

取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

関連会社　

㈱モール・

オブ・

ティー

ヴィー　

東京都

港区　
874,041

衛星放送

事業　

（所有）

直接　22.1
広告枠の仕入　

広告費の　支

払

(注)２①　

80,369買掛金　 4,763

役員 米持　貴史 東京都 －

当社代表

取締役社

長

－ 債務被保証　
債務被保証

(注)２②
41,143－ －

主要株主（個

人）及びその

近親者が議決

権の過半数を

所有している

会社（当該会

社の子会社を

含む）

㈱ジャック

(注)２⑥

東京都

港区
49,000

経営コン

サルタン

ト事業 

－ 事務所の賃貸
家賃の支払

(注)２③
17,895　

その他

流動資産
1,610　

主要株主（個

人）及びその

近親者が議決

権の過半数を

所有している

会社（当該会

社の子会社を

含む）　

㈱メロスコ

スメティッ

クス　

(注)２⑥

東京都

豊島区　
10,000　　

化粧品販

売事業 　
－　

コンサルティ

ング料の受取

・商品仕入

コンサル

ティング料

(注)２④

36,000
 受取手形及

び売掛金
3,150

仕入

(注)２⑤
200,470

支払手形及

び買掛金
83,971

主要株主（個

人）及びその

近親者が議決

権の過半数を

所有している

会社（当該会

社の子会社を

含む）

㈱ファイン

ケメティッ

クス 

(注)２⑥

東京都

豊島区
54,000

化粧品製

造・販売

事業 

－ 商品の仕入
仕入

(注)２⑤
80,098

支払手形及

び買掛金
16,868

（注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

　①㈱モール・オブ・ティーヴィーとの広告費の支払については、市場価格を参考の上、双方協議のうえ決定して

おります。

　②米持貴史氏の債務被保証については、㈱ウエルネスの銀行借入に対して行っています。なお、保証料の支払は

ありません。

　③㈱ジャックとの家賃の支払については、市場価格を参考の上、双方協議のうえ決定しております。

  ④㈱メロスコスメティックスとの役務の提供については、コンサルティング契約に基づき、業務内容を勘案し

て決定しています。　
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　⑤㈱メロスコスメティックス及び㈱ファインケメティックスへの取引については、「第２事業の状況　５経営上

の重要な契約等」に記載の契約内容に基づいて決定しております。また、その他の取引条件及び取引条件の

決定方針等については、市場価格を参考の上、双方協議のうえ決定しております。  

　⑥当社の主要株主 丁　廣鎮氏が、議決権の100％を直接保有しております。

  　　

　　当連結会計年度（自平成23年４月１日　至平成24年３月31日）　

種類
会社等の
名称又は氏
名

所在地
資本金又は
出資金
（千円）

事業の
内容又
は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合 
（％） 

関連当事者と

の関係 
取引の内容

取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

関連会社　

㈱モール・

オブ・

ティー

ヴィー　

東京都

港区　
874,041

衛星放送

事業　

（所有）

直接 22.1
広告枠の仕入　

広告費の　支

払

(注)２①　

50,233買掛金　 4,523

役員 米持　貴史 東京都 －

当社代表

取締役社

長

－ 債務被保証　
債務被保証

(注)２②
34,891－ －

主要株主（個

人）及びその

近親者が議決

権の過半数を

所有している

会社（当該会

社の子会社を

含む）

㈱ジャック

(注)２⑥

東京都

港区
49,000

経営コン

サルタン

ト事業 

－ 事務所の賃貸
家賃の支払

(注)２③
18,400　

その他

流動資産
1,617　

主要株主（個

人）及びその

近親者が議決

権の過半数を

所有している

会社（当該会

社の子会社を

含む）　

㈱メロスコ

スメティッ

クス　

　(注)２⑦

東京都

豊島区　
10,000　　

化粧品販

売事業 　
－　

コンサルティ

ング料の受取

・商品仕入

コンサル

ティング料

(注)２④

36,000
 受取手形及

び売掛金
3,150

仕入

(注)２⑤
183,849

支払手形及

び買掛金
90,512

主要株主（個

人）及びその

近親者が議決

権の過半数を

所有している

会社（当該会

社の子会社を

含む）

㈱ファイン

ケメティッ

クス 

　(注)２⑧

東京都

豊島区
54,000

化粧品製

造・販売

事業 

－ 商品の仕入
仕入

(注)２⑤
58,138

支払手形及

び買掛金
21,874

主要株主（個

人）及びその

近親者が議決

権の過半数を

所有している

会社（当該会

社の子会社を

含む）

㈱イー・プ

レイヤーズ

　(注)２⑨

東京都

港区
600,000

 広告代

理事業

（被所有）

直接 4.1　
広告枠の仕入

広告費の

支払

(注)２①

23,760買掛金 2,268

（注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

　①㈱モール・オブ・ティーヴィー及び㈱イー・プレイヤーズとの広告費の支払については、市場価格を参考の

上、双方協議のうえ決定しております。

　②米持貴史氏の債務被保証については、㈱ウエルネスの銀行借入に対して行っています。なお、保証料の支払は

ありません。

　③㈱ジャックとの家賃の支払については、市場価格を参考の上、双方協議のうえ決定しております。
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  ④㈱メロスコスメティックスとの役務の提供については、コンサルティング契約に基づき、業務内容を勘案し

て決定しています。　

　⑤㈱メロスコスメティックス及び㈱ファインケメティックスへの取引については、「第２事業の状況　５経営上

の重要な契約等」に記載の契約内容に基づいて決定しております。また、その他の取引条件及び取引条件の

決定方針等については、市場価格を参考の上、双方協議のうえ決定しております。  

　⑥当社の主要株主 丁　廣鎮氏が、議決権の100％を直接保有しております。

  ⑦当社の主要株主 丁　廣鎮氏が、議決権の100％を直接保有しております。

　⑧当社の主要株主 丁　廣鎮氏が、議決権の88％を直接保有しております。

　⑨当社の主要株主 丁　廣鎮氏が、議決権の17％を直接保有及び議決権の48.2％を間接保有しております。

　

　２.重要な関連会社に関する注記

　重要な関連会社は株式会社モール・オブ・ティーヴィーであり、その要約財務諸表は以下のとおりであります。

 
株式会社モール・オブ・ティーヴィー

　

流動資産合計  665,262千円

固定資産合計  243,815千円

 　

流動負債合計  156,093千円

固定負債合計  167,963千円

 　

純資産合計  585,020千円

  

売上高  1,310,124千円

税引前当期純利益  85,237千円

当期純利益  80,957千円
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（１株当たり情報）

　
前連結会計年度

（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

１株当たり純資産額

１株当たり当期純利益金額又は

１株当たり当期純損失金額（△）

25 円 56銭

5 円 18銭

25 円 53銭

△0 円  4銭

　（注） １．当連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当

たり当期純損失金額が計上されているため、記載しておりません。また、前連結会計年度の潜在株式調整後１

株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

       ２．１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

 
前連結会計年度

（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

１株当たり当期純利益金額又は

１株当たり当期純損失金額

　 　

当期純利益金額又は当期純損失金額

（△）（千円）

31,671 △251

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益金額又は

当期純損失金額（△）（千円）

31,671 △251

期中平均株式数（千株） 6,119 6,119

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た

り当期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要

新株予約権２種類（新株予約

権の数5,868個）

新株予約権２種類（新株予約

権の数5,865個）

　(注）当社は、平成23年７月25日付で株式10株を１株へ株式併合を行っております。前連結会計年度の期首に当該株式併

合が行われたと仮定して１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額を算定

しております。

　　　　

　　　（会計方針の変更）

　     当連結会計年度より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号　平成22年６月30日）、

「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号　平成22年６月30日公表

分）及び「１株当たり当期純利益に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第９号　平成22年６月30日）を適用し

ております。

       この適用により、当連結会計年度に行った株式併合は、前連結会計年度の期首に行われたと仮定して１株当たり純

資産額、１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額を算定しております。

　　　 これらの会計基準等を適用しなかった場合の、前連結会計年度の１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益金額

は、以下のとおりであります。

　１株当たり純資産額　　　　２円56銭

　１株当たり当期純利益金額　０円52銭　

　　　　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記

載しておりません。

　

（重要な後発事象）

　　  該当事項はありません。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

【借入金等明細表】

区分　
当期首残高

 (千円）

当期末残高

（千円）

平均利率

（％）
返済期限　

短期借入金　　 　 － 　 － － －　

１年以内に返済予定の長期借入金　　 　  10,392 　  10,392 2.0 －　

１年以内に返済予定のリース債務　 　    － 　    － 　    － －

長期借入金

（１年以内に返済予定のものを除く。）　
　   43,861 　   33,469 　    2.0 平成25年～29年

リース債務

（１年以内に返済予定のものを除く。）　
　    － 　    － 　    － －

その他有利子負債　 　    － 　    － 　    － －

合計　 　    54,253　    43,861 　    － －

（注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

２. 長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりです。　

　

　
１年超２年以内

（千円）　

２年超３年以内

（千円）　

３年超４年以内

（千円）　

４年超５年以内

（千円）　

長期借入金　 10,392　 6,942　 6,252　 6,252　

　

【資産除去債務明細表】

　該当事項はありません。　

　　

（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

(累計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期　 当連結会計年度　

売上高（千円） 169,670 392,278 613,514 808,588

税金等調整前当期純利益金額又は税金等調整

前四半期純損失金額（△）（千円）
△13,194 △16,092 △9,273 4,100

四半期（当期）純損失金額（△）（千円） △13,627 △17,535 △10,728 △251

１株当たり四半期（当期）

純損失金額（△）（円）
△2.23 △2.87 △1.75 △0.04

　 　 　 　 　

(会計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期　 第４四半期　

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり

四半期純損失金額（△）（円）
△2.23 △0.64 1.11 1.71

　（注）当社は平成23年７月25日付で株式10株を１株へ株式併合を行っております。

第１四半期の期首に当該株式併合が行われたと仮定して、１株当たり四半期（当期）純利益金額及び１株当たり

四半期（当期）純損失金額を算定しております。　
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２【財務諸表等】
（１）【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成23年３月31日)

当事業年度
(平成24年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 16,693 14,453

前払費用 565 1,163

その他 69 24

流動資産合計 17,328 15,641

固定資産

有形固定資産

工具、器具及び備品 266 266

減価償却累計額 △63 △180

工具、器具及び備品（純額） 202 86

有形固定資産合計 202 86

無形固定資産

ソフトウエア 440 344

無形固定資産合計 440 344

投資その他の資産

関係会社株式 ※1
 277,715

※1
 277,715

投資その他の資産合計 277,715 277,715

固定資産合計 278,358 278,146

資産合計 295,686 293,788

負債の部

流動負債

短期借入金 ※1, ※2
 31,955

※1, ※2
 52,132

未払金 1,964 2,687

未払費用 ※2
 4,261

※2
 4,099

未払法人税等 1,004 1,124

預り金 517 385

賞与引当金 660 960

未払消費税等 1,430 1,970

流動負債合計 41,794 63,360

固定負債

関係会社長期借入金 ※1, ※2
 52,132

※1, ※2
 20,000

固定負債合計 52,132 20,000

負債合計 93,927 83,360
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(単位：千円)

前事業年度
(平成23年３月31日)

当事業年度
(平成24年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 875,196 875,196

資本剰余金

資本準備金 436,864 436,864

資本剰余金合計 436,864 436,864

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 △1,187,320 △1,178,649

利益剰余金合計 △1,187,320 △1,178,649

自己株式 △99 △101

株主資本合計 124,640 133,308

新株予約権 77,119 77,119

純資産合計 201,759 210,427

負債純資産合計 295,686 293,788
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②【損益計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

当事業年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

売上高 ※1
 84,000

※1
 104,100

売上総利益 84,000 104,100

販売費及び一般管理費 ※2
 91,478

※2
 93,293

営業利益又は営業損失（△） △7,478 10,806

営業外収益

受取利息 2 1

雑収入 118 0

営業外収益合計 120 1

営業外費用

支払利息 ※1
 1,358

※1
 1,187

営業外費用合計 1,358 1,187

経常利益又は経常損失（△） △8,715 9,620

特別利益

賞与引当金戻入額 300 －

新株予約権戻入益 66,385 －

特別利益合計 66,685 －

税引前当期純利益 57,969 9,620

法人税、住民税及び事業税 950 950

当期純利益 57,019 8,670
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

当事業年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 875,196 875,196

当期末残高 875,196 875,196

資本剰余金

資本準備金

当期首残高 436,864 436,864

当期末残高 436,864 436,864

資本剰余金合計

当期首残高 436,864 436,864

当期末残高 436,864 436,864

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

当期首残高 △1,244,339 △1,187,320

当期変動額

当期純利益 57,019 8,670

当期変動額合計 57,019 8,670

当期末残高 △1,187,320 △1,178,649

利益剰余金合計

当期首残高 △1,244,339 △1,187,320

当期変動額

当期純利益 57,019 8,670

当期変動額合計 57,019 8,670

当期末残高 △1,187,320 △1,178,649

自己株式

当期首残高 △77 △99

当期変動額

自己株式の取得 △21 △2

当期変動額合計 △21 △2

当期末残高 △99 △101

株主資本合計

当期首残高 67,642 124,640

当期変動額

当期純利益 57,019 8,670

自己株式の取得 △21 △2

当期変動額合計 56,997 8,668

当期末残高 124,640 133,308
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(単位：千円)

前事業年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

当事業年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

新株予約権

当期首残高 143,504 77,119

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △66,385 －

当期変動額合計 △66,385 －

当期末残高 77,119 77,119

純資産合計

当期首残高 211,146 201,759

当期変動額

当期純利益 57,019 8,670

自己株式の取得 △21 △2

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △66,385 －

当期変動額合計 △9,387 8,668

当期末残高 201,759 210,427
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【継続企業の前提に関する事項】

当社は、前事業年度において営業損失及びマイナスの利益剰余金を計上していましたが、当事業年度においては、営業

利益を計上するに至ったものの、当事業年度末の利益剰余金の額については前事業年度に引続きマイナスとなり、△

1,178,649千円となっています。当事業年度において営業利益を計上した主な要因としてはコンサルティング収入による

ものでありますが、コンサルティング収入については金額が契約等によって固定されているため、急激な拡大が見込めな

いことにより、依然として継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しています。  

　当社はこのような状況を解消すべく、平成24年度の事業計画を策定し、グループ子会社に対する業務指導を徹底し、収益

体質の改善を継続して行っていく一方、顧客の立場に即した教育コンサルティングサービスを充実させ、取引先企業の業

務効率化や適正化、業績向上に貢献し、コンサルティング収入の増加につなげていきます。

　財務面では自己資本比率が45.4％となり、今後更に財務内容を改善していく必要性について認識しています。当社が財

務状況を改善していく対策としては、付加価値の高いコンサルティング事業を実施していくことによる営業利益拡大を

主な手段と考えております。

　しかしながら、不透明な経済情勢が続いており、突発的な不況の発生等外部要因によっては委託先企業の業績が悪化す

ることも考えられ、これが当社のコンサルティング収入の減少につながる懸念などを考慮し、継続企業の前提に関する重

要な不確実性が認められると判断しています。 

　財務諸表は、継続企業を前提として作成されており、上記のような重要な不確実性の影響を財務諸表には反映していま

せん。

　

【重要な会計方針】

１．有価証券の評価基準及び評価方法

　子会社株式及び関連会社株式

　　移動平均法による原価法によっております。

　

２．固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産

　当社は定率法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　　工具、器具及び備品　　　　４～15年

②　無形固定資産

　当社は定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

　

３．引当金の計上基準

　　賞与引当金

　　従業員の賞与支払いに充てるため、当事業年度に負担すべき支給見込額を計上しております。

　

４．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　消費税等の処理方法

　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっています。

　

【会計方針の変更】

（１株当たり当期純利益に関する会計基準等の適用）

  当事業年度より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号  平成22年６月30日）、「１株

当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号  平成22年６月30日公表分）及び

「１株当たり当期純利益に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第９号  平成22年６月30日）を適用しております。

  当事業年度において株式併合を行いましたが、前事業年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり純

資産額及び１株当たり当期純利益金額を算定しております。

  なお、１株当たり情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。

　

【追加情報】

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

　当事業年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会

計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。
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【注記事項】

（貸借対照表関係）

　　※１　担保資産及び担保付債務

　　　　　担保に供している資産は、次のとおりであります。　

　
前事業年度

（平成23年３月31日）　
当事業年度

（平成24年３月31日）　

　　関係会社株式 79,200千円 79,200千円

　

　　　　　担保付債務は、次のとおりであります。　

　
前事業年度

（平成23年３月31日）　
当事業年度

（平成24年３月31日）　

　　短期借入金 11,955千円 12,132千円

　　関係会社長期借入金 52,132 20,000

　　　　　　計 64,088 32,132

　

　　※２　関係会社項目

　　　　　関係会社に対する負債には次のものがあります。

　
前事業年度

（平成23年３月31日）　
当事業年度

（平成24年３月31日）　

　　短期借入金 31,955千円 52,132千円

　　未払費用 967 466

　　関係会社長期借入金 52,132 20,000

　

　　　３　保証債務

　　　　　次の関係会社等について、金融機関からの借入に対し債務保証を行っております。

前事業年度
（平成23年３月31日）　

当事業年度
（平成24年３月31日）　

㈱ウエルネス（借入債務） 41,143千円　㈱ウエルネス（借入債務） 34,891千円

　

　

（損益計算書関係）
　※１　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれています。　

前事業年度
（自　平成22年４月１日
　　至　平成23年３月31日）

当事業年度
（自　平成23年４月１日
　　至　平成24年３月31日）

　関係会社への売上高 84,000千円 　 96,000千円

　関係会社への支払利息 1,358 　 1,187

　※２　前事業年度、当事業年度ともに販売費及び一般管理費のほぼ100％が一般管理費に属する費用です。

　　　　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりです。

　
前事業年度

（自　平成22年４月１日
　　至　平成23年３月31日）

当事業年度
（自　平成23年４月１日

　　 至　平成24年３月31日）　

　役員報酬 26,887千円 23,520千円

　給与・賞与 15,394 17,447

　法定福利費 4,411 4,756

　支払手数料 10,859 8,443

　賞与引当金繰入額 660 960

　顧問報酬 14,522 15,961

　賃借料 5,714 5,714

EDINET提出書類

ジェイ・エスコムホールディングス株式会社(E05543)

有価証券報告書

72/83



（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自平成22年４月１日　至平成23年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首
株式数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末
株式数（株）

普通株式（注） 1,407 1,650 － 3,057

合計 1,407 1,650 － 3,057

　　（注）普通株式の自己株式の株式数の増加1,650株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

　

当事業年度（自平成23年４月１日　至平成24年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首
株式数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末
株式数（株）

普通株式（注） 3,057 120 2,860 317

合計 3,057 120 2,860 317

　　（注）１.普通株式の自己株式の株式数の増加120株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

　　　　　２.自己株式の数の減少2,860株は、平成23年７月25日効力を生じた株式併合による減少分です。

　

（リース取引関係）

　該当事項はありません。

　

（有価証券関係）

　子会社株式及び関連会社株式（当事業年度の貸借対照表計上額は子会社株式198,410千円、関連会社株式79,304

千円、前事業年度の貸借対照表計上額は子会社株式198,410千円、関連会社株式79,304千円）は、市場価格がなく、

時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　
前事業年度

（平成23年３月31日）　
　
　

当事業年度
（平成24年３月31日）　

　繰延税金資産 　 　 　

　　税務上の繰越欠損金 92,038千円　 81,699千円

　　投資有価証券評価損否認 336,921　 312,298

　　その他 234 　 323

　繰延税金資産小計 429,193　 394,322

　　評価性引当額　 △429,193　 △394,322

　繰延税金資産合計 －　 　 －　

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

　なった主な項目別の内訳

　
前事業年度

（平成23年３月31日）　
　
　

当事業年度
（平成24年３月31日）　

　法定実効税率 40.7％　 40.7％

　（調整）　 　 　  

　　交際費等永久に損金に算入されない項目 0.1 　 0.4

　　受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △1.7 　 －

　　住民税均等割 1.6 　 9.9

　　評価性引当額の増減　 △36.7 　 △362.5

　　税率変更による期末繰延税金資産の減額修正　 － 　 323.2

　　その他 △2.4 　 △1.8

　税効果会計適用後の法人税等の負担率 1.6 　 9.9

　

３.法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

　「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」（平成23年法律第114

号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法」（平成23年

法律第117号）が平成23年12月２日に公布され、平成24年４月１日以後に開始する事業年度から法人税率の引下げ及び復

興特別法人税の課税が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実

効税率は従来の40.7％から平成24年４月１日に開始する事業年度から平成26年４月１日に開始する事業年度に解消が見

込まれる一時差異等については38.0％に、平成27年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異等につ

いては35.6％となります。

　この税率変更による損益に与える影響はありません。

　

（企業結合等関係）

　該当事項はありません。　

　

（資産除去債務関係）

　当社は、オフィスの不動産賃貸借契約に基づき、オフィスの退去時における原状回復に係る債務を有しています

が、当該債務に関連する賃借資産の使用期間が明確でなく、将来移転する予定もないことから、資産除去債務を合

理的に見積もることができません。そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上しておりません。　

　

EDINET提出書類

ジェイ・エスコムホールディングス株式会社(E05543)

有価証券報告書

74/83



（１株当たり情報）

　

前事業年度

（自　平成22年４月１日

　　至　平成23年３月31日）

当事業年度

（自　平成23年４月１日

　　至　平成24年３月31日）

　１株当たり純資産額 20 円 37 銭 21 円 78 銭

　１株当たり当期純利益金額 9 円 32 銭 1 円 42 銭

　（注）１.潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

　　　　　 記載しておりません。　

　　　　２.１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

当事業年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

１株当たり当期純利益金額 　 　

　当期純利益金額 （千円） 57,019 8,670

　普通株主に帰属しない金額（千円） － －

　普通株式に係る当期純利益金額（千円） 57,019 8,670

　期中平均株式数（千株） 6,119 6,119

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式の概要

新株予約権２種類（新株予約

権の数5,868個）

新株予約権２種類（新株予約

権の数5,865個）

　（注）　当社は、平成23年７月25日付で株式10株を１株へ株式併合を行っております。前事業年度の期首に当該株式併合

が行われたと仮定して１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益金額を算定しております。

　　　　

（会計方針の変更）

　     当事業年度より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号　平成22年６月30日）、「１株

当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号　平成22年６月30日公表分）及び

「１株当たり当期純利益に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第９号　平成22年６月30日）を適用しておりま

す。

       この適用により、当事業年度に行った株式併合は、前事業年度の期首に行われたと仮定して１株当たり純資産額及

び１株当たり当期純利益金額を算定しております。

　　　 これらの会計基準等を適用しなかった場合の、前事業年度の１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益金額は、

以下のとおりであります。

　１株当たり純資産額　　　　２円04銭

　１株当たり当期純利益金額　０円93銭　

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。

　

（重要な後発事象）

　　　　　該当事項はありません。
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

該当事項はありません。

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高
（千円）　

当期増加額
（千円）　

当期減少額
（千円）　

当期末残高
（千円）　

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（千円）　

当期償却額
（千円）　

差引当期末
残高

（千円）　

有形固定資産        

工具、器具及び
備品

266 － － 266 180 116 86

有形固定資産計 266 － － 266 180 116 86

無形固定資産        

ソフトウエア 480 － － 480 136 96 344
無形固定資産計 480 － － 480 136 96 344

　　 

【引当金明細表】

区分
当期首残高
(千円）　

当期増加額
（千円）　

当期減少額
（目的使用）
(千円）　

当期減少額
（その他）
(千円）　

当期末残高
(千円）　

 賞与引当金 660 960 660 － 960
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①流動資産

　現金及び預金

区分 金額（千円）

現金 77

預金の種類  

普通預金 14,375

小計 14,375

合計 14,453

②固定資産 

　関係会社株式 

区分 金額（千円）

　（子会社株式） 

株式会社エスコム 185,410

株式会社ウエルネス 13,000

　（関連会社株式）

株式会社モール・オブ・ティーヴィー 79,304

合計 277,715

③流動負債

　短期借入金

相手先 金額（千円）

株式会社エスコム 12,132

株式会社ウエルネス　 40,000

合計 52,132

 

　関係会社長期借入金

相手先 金額（千円）

株式会社エスコム 20,000

合計 20,000

　

（３）【その他】

該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日
９月30日

３月31日

１単元の株式数（注）２． 100株

単元未満株式の買取  

取扱場所
 
（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
 
（特別口座）

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 　―――――

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法
公告は電子公告により行う。ただし、事故その他やむを得ない事由により電子

公告によることができないときは、日本経済新聞に掲載する。

株主に対する特典 該当事項はありません。

　（注）１．当社は、当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することが

　　　　　できない旨を定款に定めております。

　　　　①　会社法第189条第２項各号に掲げる権利

　　　　②　会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

　　　　③　株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利

　　　２．平成23年７月25日付の株式併合に伴い、１単元の株式を1,000株から100株に変更しております。

　

EDINET提出書類

ジェイ・エスコムホールディングス株式会社(E05543)

有価証券報告書

78/83



第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　　  当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

　 　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しています。

(1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度（第６期）（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）平成23年６月30日関東財務局長に提出

(2）内部統制報告書及びその添付書類

　　　平成23年６月30日関東財務局長に提出

　(3）四半期報告書及び確認書

　　　（第７期第１四半期）（自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日）平成23年８月12日関東財務局長に提出

　　　（第７期第２四半期）（自　平成23年７月１日　至　平成23年９月30日）平成23年11月11日関東財務局長に提出

　　　（第７期第３四半期）（自　平成23年10月１日　至　平成23年12月31日）平成24年２月10日関東財務局長に提出

　(4) 臨時報告書　

 　　 平成23年７月４日関東財務局長に提出

　　　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権の結果）に基づく臨時報告

書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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 独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書  

   　 平成24年６月27日

ジェイ・エスコムホールディングス株式会社   

 取締役会　御中  

 ア ス カ 監 査 法 人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士  田 中 大 丸  ㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士  若 尾 典 邦  ㊞

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるジェイ・エスコムホールディングス株式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の連

結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッ

シュ・フロー計算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監

査を行った。

　

連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当

監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用さ

れる。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評

価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部

統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの

評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ジェ

イ・エスコムホールディングス株式会社及び連結子会社の平成24年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと

認める。
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強調事項

　継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は、前連結会計年度においてマイナスの連結営業キャッ

シュ・フロー及び連結営業損失を計上していたが、当連結会計年度においても、連結営業キャッシュ・フローは改善傾

向にあるものの、連結営業損失15,367千円を計上している。当該状況により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせる

ような状況が存在しており、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる。

　なお、当該状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由については当該注記に記載されている。連結財務

諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響は連結財務諸表には反映されていな

い。

　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。　

　

＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、ジェイ・エスコムホールディ

ングス株式会社の平成24年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

　

内部統制報告書に対する経営者の責任

　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基

準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な

虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施す

ることを求めている。

　内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手する

ための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要

性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結

果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

　当監査法人は、ジェイ・エスコムホールディングス株式会社が平成24年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有

効であると表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の

評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

※１．上記は、当社（有価証券報告書提出会社）が監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原

本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の監査報告書  

   　 平成24年６月27日

ジェイ・エスコムホールディングス株式会社   

 取締役会　御中  

 ア ス カ 監 査 法 人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士  田 中 大 丸  ㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士  若 尾 典 邦  ㊞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるジェイ・エスコムホールディングス株式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの第７期事業年度の

財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表に

ついて監査を行った。
　
財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　
監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これ

に基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査

法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財

務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施

に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討す

る。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
　
監査意見

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ジェイ・

エスコムホールディングス株式会社の平成24年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成

績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
　
強調事項

　継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は、前事業年度において営業損失及びマイナスの利益剰余

金を計上し、当事業年度においては営業利益を計上するに至ったものの、当事業年度末の利益剰余金の額については前

事業年度に引続きマイナスとなり、△1,178,649千円となっている。当該状況により、継続企業の前提に重要な疑義を生

じさせるような状況が存在しており、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる。

　なお、当該状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由については当該注記に記載されている。財務諸表

は継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響は財務諸表には反映されていない。

　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。　
　
利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。　

以　上
　

※１．上記は、当社（有価証券報告書提出会社）が監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本

は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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